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概要書 
ブランド・アライアンスにおけるネガティブ情報とそのスピルオーバー効果 
 
コモディティ化により品質だけでは激しい競争の中で生き残ることが難しくなった
時代に入り、企業はブランドの価値に注目し、ブランドの価値を利用した様々な戦略
を行うことで他社との差別化を図っている。 
 そのブランド戦略の中でも注目を集めているのが、ブランド・アライアンス戦略で
ある。ブランド・アライアンスは、複数のブランドが提携し、一緒にビジネス活動を
行うことで、お互いのブランドの強みを生かし、シナジー効果を期待する戦略である。 
 ブランド・アライアンスは、ブランド連想から成り立っている。ブランド・アライ
アンスの中での各ブランドは、様々な連想によって強くリンクされ、一つのブランド
の属性や態度が他のブランドにも影響を及ぼすようになる。このようなスピルオーバ
ー効果は、ポジティブな属性や態度において、関連ブランドに大きいメリットを与え
るが、ネガティブな属性や態度の場合は、大きいデメリットとして作用されるリスク
が潜んでいる。 
 その中でもブランド・アライアンスのパートナーのネガティブな情報は、アライア
ンス戦略の実行において、全く予想できない時点で突発的に発生する場合が多く、ア
ライアンスを構成しているすべてのブランドに悪い影響を及ぼす可能性が高い。従っ
て、ネガティブ情報の発生を予測することがかなり難しいため、ネガティブ情報が発
生された後のネガティブ情報の影響を予測し、対応策を模索することが大事になる。 
 本研究では、このようなブランド・アライアンスの中でのネガティブ情報が、対象
ブランドや関連ブランドにどのような影響を及ぼすのかを明らかにする。単純に企業
間のアライアンスにおいてのネガティブ情報を研究するのではなく、ブランド・アラ
イアンスの形態(企業と企業、企業と人のブランド・アライアンス)とネガティブ情報
の形態(能力的ネガティブ情報、倫理的ネガティブ情報)の違いによる影響の違いを検
証した。また、そのネガティブ情報に対する関連ブランドの対応が、関連ブランドの
評価にどのように繋がるかを明らかにした。 
 その結果、異なるブランド・アライアンスにおいて、異なるネガティブ情報に対す
る影響を見せた。ブランド・アライアンスのパートナーが企業である場合、パートナ
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ーの能力的ネガティブ情報は、倫理的ネガティブ情報より厳しく評価されるが、パー
トナーが人である場合、倫理的ネガティブ情報が能力的ネガティブ情報より厳しく評
価されることが分かった。しかし、厳しい評価をされたネガティブ情報が、そのまま
スピルオーバー効果に厳しく反映されるわけではないということが明らかになった。
パートナーが企業である場合、スピルオーバー効果は倫理的ネガティブ情報の場合に
より顕著になり、パートナーが人である場合も、両情報がほぼ同じくらいの強さのス
ピルオーバー効果を見せた。また、パートナーのネガティブ情報によるスピルオーバ
ー効果を受けた企業が、ブランド・アライアンス関係を中止するという対応を取るこ
とで、スピルオーバー効果の強さを抑えることができることが明らかになった。 
 このような実証結果に基づき、実務的なインプリケーションを導出することができ
る。両パートナーにおいて倫理的情報は、強いスピルオーバー効果をもたらす半面、
企業の対応ですぐにスピルオーバー効果から離れることができる。しかし、パートナ
ーの能力的ネガティブ情報の場合は、パートナーの形態によってスピルオーバー効果
も違い、対応による影響も違うため、そのコントロールが難しい。企業のブランド管
理者はパートナーの能力的ネガティブ情報に注意を払う必要があると考えられる。 
 本論文は、総９章に構成されている。第１章は、序論である。現在ブランド価値を
利用したブランド戦略の重要性が高まっているということを述べ、本論文の方向性を
提示する。第２章は、ブランド・アライアンスに関する研究である。ブランド・アラ
イアンスの概念やそれに関する先行研究を通じた理論的研究を述べる。第３章は、ス
ピルオーバー効果に関する研究である。ブランドのスピルオーバー効果に焦点を当て、
ブランド間のスピルオーバー効果の概念、理論的研究やブランドの間のスピルオーバ
ー効果に関わる要因などをまとめる。第４章は、ネガティブ情報に関する研究である。
ネガティブ情報の重要性やネガティブ情報の形態による評価の違いを、先行研究を通
じて明らかにする。第５章は、仮説設定に関わっている。第２，３，４章の先行研究
に基づき、実証研究の仮説を導出する。第６章は、仮説検証のための調査を述べてい
る。実証研究のための予備調査や本調査のデザイン、プロセスを紹介する。第７章で
は本調査の結果を示し、第８章では、本調査の結果を分析や結論を出す。第９章では、
本調査を行うにあたっての限界点や今後ブランド・アライアンスにおいてネガティブ
情報の研究の課題などを述べ、総合的にまとめる。 
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第1章 序論 
 
第 1 節 問題意識 
 
現在、一つのブランドだけで事業を行う企業はまれになっている。ブランドネーム
の価値は、財務諸表には載っていないものの、日本の企業であるトヨタの 2010 年のブ
ランド価値が 305 億 2900 万ドルであるということを考えてみると(表 1‐日本企業の
グローバル・ブランド価値を参照)、ブランドがどれだけ企業の重要な資産として意味
を持っているのかが分かる。ブランドネームは、自社の製品を他社のそれと区別させ
るだけではなく、製品の品質に対する情報も提供する (Rao and Ruekert 1994)。今の 
 
表 1‐日本企業のグローバル・ブランド価値 
 
順位 ブランド ブランド価値
(100 万ドル) 
順位 ブランド ブランド価値
(100 万ドル) 
１ TOYOTA 30,529 １１ SHISEIDO 2,157 
２ HONDA 18,192 １２ KOMATSU 2,033 
３ SONY 11,973 １３ Nikon 1,533 
４ CANON 10,469 １４ SUZUKI 1,497 
５ Nintendo 9,235 １５ RICOH 1,267 
６ Panasonic 4,229 １６ OLYMPUS 1,201 
７ LEXUS 3,118 １７ DAIKIN 1,067 
８ NISSAN 2,776 １８ 
MITSUBISHI 
ELECTRONIC 
1,065 
９ TOSHIBA 2,252 １９ BRIDGESTONE 1,044 
１０ SHARP 2,208 ２０ YAMAHA 847 
＜出典：Japan's Best Global Brands 20101から一部抜粋＞ 
                                                 
1 2010 年 2 月 28 日、ブランド・コンサルティング会社であるインターブランドジャパンが発
表した「Japan's Best Global Brands 2010」を参考にした。 
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ように、製品のコモディティ化が進んでおり、商品の品質や性能だけで成功を抑える
ことが難しい時代では、ブランドの価値をうまく利用した戦略を通じ、他社との差別
化を図ることが何よりも大事であろう。 
従って、数多くの経営者はこのようなブランドの高い価値に注目し、ブランドに基
づいた様々なマーケティング戦略を行っている。その中でも、他のブランドと提携す
ることで、ブランドの力を向上させるブランド・アライアンスが、最近企業のマーケ
ティング戦略として注目を浴びている。企業のブランド・アライアンスは、複数のブ
ランドが関連することにより、製品のユニークさと信頼性のポジションを高めること
ができ、売り上げの向上や新しい市場への参入を容易にする(Keller 2000, p.322)。
また、複数のブランドが連合することにより、新製品の導入にかかる費用を引き下げ、
実際の費用も各ブランドが分担することができる。 
しかし、このような長所にも関わらず、ブランド・アライアンスには大きなリスク
が潜んでいる。ブランド・アライアンスにより作られた商品が、消費者に満足を提供
することができなかった場合、関連するブランド全体にネガティブな影響を与える恐
れがある(Keller 2000, p.323)。従って、ブランド・アライアンス戦略を行う場合や
アライアンス・パートナーを選定する場合には、慎重な検討が必要である。また、ブ
ランド・アライアンス戦略が行われ、ブランドの間に強い結合ができた後、予想され
なかったネガティブな出来事は、企業にとって大きいリスクになるため、その際の対
策や対応について事前に準備しておく必要がある。 
 
 
第 2 節 研究の目的および研究方法 
 
本研究の目的は、ブランド・アライアンスの中の一つのブランドに生じたネガティ
ブ情報が、そのブランドやアライアンスで結合された他のブランドにどのような影響
を与えるかを明らかにすることである。 
ブランド・アライアンスのパートナーとネガティブ情報には、それぞれ違う二つの
形態が存在することを認識し、アライアンス・パートナーの形 (企業のパートナーvs.
人のパートナー)、ネガティブ情報の形能(能力的ネガティブ情報 vs.倫理的ネガティブ
情報)の違いによる影響の違いを分析する。 
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それに加え、パートナーのネガティブ情報を接したブランド又は企業の対応の違い
による影響の違いも検証することで、実際企業がブランド・アライアンス戦略の中で
ネガティブ情報の発生が起きた場合、企業の取るべき対応を考える。 
 
 
第 3 節 本論文の構成 
 
本研究は、大きく先行研究のレビュー、仮説設定、実証研究による仮説の検証、まと
めという流れで構成されている。本研究のテーマであるブランド・アライアンスとブ
ランド間のスピルオーバー効果、ネガティブ情報に関する先行研究を行い、研究課題
や研究目的をより明確にする。先行研究に基づき仮説を導き出し、その仮説を検証す
ることで、ブランド・アライアンスのネガティブ情報による影響やスピルオーバー効
果を確認する。最後に実証研究の結果を土台に、この研究の意義や限界、今後の課題
などを提示したい。 
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第2章 ブランド・アライアンスに関する研究 
 
第 1 節 ブランド・アライアンスの概念 
 
第 1 項 ブランド・アライアンスの定義 
 
協同的なマーケティング活動を示す言葉として、数多くの用語が使われている(e.g., 
brand alliances, co-branding, co-marketing, cross-promotion, joint branding, 
joint promotion, symbiotic marketing)(Simonin and Ruth 1998)。しかし、文献の
中で統一して使っている用語は存在しなく、研究によってそれぞれ異なる用語が用い
られている2。用語により微妙なニュアンスや意味の違いはあるが、どの用語でも複数
のブランドがそれぞれ持っているブランドの強みを利用し、シナジー効果を狙うとい
う点で共通している。ここでいうブランドの強みとは、一般の消費者によく知られて
いる認知度やその認知度と伴う商品の品質に対する信頼度、また既に確保しているブ
ランドのファン層などを意味する。つまり、ブランド・アライアンスの役割は、ブラ
ンド資産(Brand Equity)の価値を利用するマーケティング戦略として、違う複数のブ
ランドを結びつけることである(Levin and Levin 2000)。 
ブランド・アライアンスは、商品、広告、プロダクト・プレイスメント(Product 
Placement)、物流などの全てのビジネス場面で行われる(Grossman 1997)。また、一回
性の話題やイベントのため短期的に行われるものと、長い間の戦略的パートナーシッ
プにより、長期的に行われるものがあり、ブランド・アライアンスは、年々その形や
範囲が多様になっている。それで、本論文では、「ブランド・アライアンスとは、短期・
長期的連想、または二つ以上のブランド、商品、その他の所有資産の結合である」と
いう Rao and Ruekert(1994)の定義を借用する。 
                                                 
2 その中でも論本の中で多く使われているのが、ブランド・アライアンス(brand alliances)
とコ・ブランディング(co-branding)である。しかし、コ・ブランディングは、商品やサービ
スに対する提携を示す場合が多く、ブランド・アライアンスは、その他のレベルの提携も含む
より包括的な意味として使われている。本論文では、コ・ブランディングに関する内容が多い
が、他の形の提携についても取り上げているため、ブランド・アライアンスという用語を用い
ることにした。 
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第２項 ブランド・アライアンスの種類 
 
ブランド・アライアンスは、様々な基準で分類することができる。 
 
(１)最終財の種類による分類  
ブランド・アライアンスは、主に消費財の中で行われることが多い(e.g., Hershey’s
のチョコレートソースが入った Betty Crocker のケーキミックス)。しかし、耐久財
(e.g.,Intel のプロセッサーが入った IBMのパソコン)やサービス(AT&Tと Master Card
の Financial Service Card)の場面でも、ブランド・アライアンスが行われており
(Helmig, Huber and Leeflang 2008)、その範囲は広い。 
 
(２)アライアンス・レベルの違いによる分類 
アライアンスのレベルが垂直的であるか水平的であるかによってもブランド・アラ
イアンスを分類することができる。成分ブランディング(Ingredient branding; Desai 
and Keller, 2002)とも呼ばれる垂直的ブランド・アライアンスは、違うバリューチェ
ーン・ステップのブランド商品が、一つの商品のため垂直的に統合され行われるブラ
ンド・アライアンスを意味する(e.g.,IBM & Intel; Helmig, Huber and Leeflang 2008)。
それに対して、水平的ブランド・アライアンスは同じバリューチェーン・ステップの
複数のブランドが提携する形である(Helmig, Huber and Leeflang 2008)。 
 
（３）既存事業のカテゴリによる分類 
Helmig, Huber and Leeflang (2008)の研究によると、ブランド・アライアンス商品
には３つの形態が存在する。既にその製品カテゴリ内で事業を行っている二つのブラ
ンドの間のアライアンス(e.g., ソニーとエリクソンの携帯電話)、一つのブランドだ
けが当該カテゴリで事業を行っている場合(e.g.,Hershey’sと Coca-Colaによる仮想の
チョコレートバー)、どっちも製品カテゴリに参入していない場合(e.g.,Coca-Cola と
Ebian の仮想のヨーグルトドリンク)がそれである。 
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（４）商品の形による分類 
 
ブランド・アライアンスは、既存のブランドのためのアライアンスなのか、新しい
ブランドや商品のためのアライアンスなのかにより、大きく二つに分けることもでき
る。 
 
①既存の商品のためのブランド・アライアンス 
 既に存在する複数のブランド又は商品が提携を行い、一緒にマーケティング活動を
行うブランド・アライアンスがある。主にジョイント・プロモーション(Joint 
Promotion)、ジョイント広告(Joint advertising)、製品の補完的使用のプロモーショ
ン(Promotion of complementary use of the products)、製品バンドリング(Product 
Bundling)などが挙げられる。 
 ジョイント・プロモーションは、マーケット・ポジションを拡大するために、一つ
のブランドまたは複数のブランドにより行われるプロモーション戦略である(Park, 
Jun and Shocker 1996)。例えば、マクドナルドがディズニーの玩具を提供することや、
ゴルフ選手のタイガー・ウッズがナイキのゴルフ製品と共にツアーをすることなどが、
例として挙げられる(Votolato and Unnava 2006)。 
 ジョイント広告は、ブランド間の提携により広告効果を狙うブランド・アライアン
ス戦略である。映画の中で特定のブランドを繰り返し漏出させる戦略が、ジョイント
広告の手法として良く使われている(Grossman 1997；Washburn, Till and Priluck 2000)。 
製品の補完的使用のプロモーションは、補完物同士のアライアンスにより、お互いの
売り上げを向上させる戦略である。例えば、バカルディラム(Bacardi Rum)とコカ・コ
ーラが一緒にプロモーション活動を行うことや、コーヒーとシロップのブランドが一
緒にプロモーション活動を行うことがそうである(Rao and Ruekert 1994)。 
 製品バンドリングは、複数のブランドの製品を一つのパッケージの中に入れ、一緒
に販売する戦略を示す(Stremersch and Tellis 2002)。例えば、様々なブランドのソ
フトドリンクを同じパッケージで販売する場合が製品バンドリングの代表的な例とし
て挙げられる。 
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②新しい製品のためのブランド・アライアンス 
新しい製品のために二つまたは複数のブランドが提携するブランド・アライアンス
戦略がある。このような物理的製品統合(Physical product integration)は、製品の
ためブランドとブランドが強く結びつけられる(Rao and Ruekert 1994)。ユニクロが
東レとのパートナーシップ戦略で開発したヒートテックシリーズ商品がその例である。 
 
第３項 ブランド拡張との違い 
 
新しい製品やカテゴリに進出するためのブランド拡張戦略は、ブランド・アライア
ンスとその区別が難しいところがある。ブランド拡張戦略は既存のブランドの価値を
利用し、新しい市場や製品カテゴリに効率的に参入するという点で、ブランド・アラ
イアンス戦略との共通点がある。特に、最終財レベルに関するブランド・アライアン
ス(e.g.,コ・ブランディング)とブランド拡張戦略はその違いより類似点の方が多い。
更に、一つのブランドが他のブランドとアライアンスを結び、既存に進出していない
他のカテゴリの商品を作るコ・ブランディング戦略の場合は、ブランドのカテゴリ拡
張戦略の一つとして捉えることもできる(Helmig, Huber and Leeflang 2008；図 1‐
コ・ブランディングとブランド拡張参照)。 
図１で示しているように伝統的なブランド拡張とコ・ブランディングの違いは、参
加しているブランドが単一であるか複数であるかの違い以外ではほぼ一緒の形をして
いる。コ・ブランディングとブランド拡張戦略が年々その範囲や形を広めており、二
つの領域の間にこのような接点ができたと考えられる。 
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＜出典：Helmig, Huber and Leeflang (2008)＞ 
 
 
それで、コ・ブランディング以外のブランド・アライアンス戦略とブランド拡張戦
略を比較することで、両領域の間の違いを見つけ出すことにする。コ・ブランディン
グ以外のブランド・アライアンス戦略は、新しい商品のための戦略ではない、既存の 
ブランドや商品のためのアライアンスという形をしていることが分かる(表 2‐コ・ブ
ランディングとブランディング戦略との違い参照)。従って、ブランド・アライアンス
戦略は、他ブランドと提携をすることで、シナジー効果を起こし、自社のブランドを
強化するというのが究極的な目的だと言える。それに対し、ブランド拡張は、ブラン
ド・ポートフォリオ戦略の一環として、新しいマーケットや製品カテゴリに進出する
ための活動だと考えられる。 
つまり、ブランド・アライアンス戦略とブランド拡張戦略は、コ・ブランディング
という共通分母はあるものの、違う方向性を持っている戦略であると考えられる(図 2
‐ブランド・アライアンスとブランド拡張戦略の範囲参照)。 
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新商品 
ソニーとエリクソン  
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Coca-Cola 
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伝統的ブランド拡張 
図 1‐コ・ブランディングとブランド拡張 
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表 2‐コ・ブランディングとブランディング戦略との違い 
 
戦略 特徴 コ・ブランディングとの違い 
商品バンドリング 
(Product Bundling) 
二つ以上の商品を一つのパッ
ケージに入れ、総合的な価格
で提供 
二つのブランドによる単一物
理的商品の同時的ブランディ
ングの不在 
アライアンス広告 一つの広告に違う商品の違う
ブランドが同時に登場 
ジョイント・プロモーション プロモーション活動として二
つの独立的なブランドが一時
的に制限された形で出現 
デュアルブランディング 
(Dual Branding) 
ストア・ロケーションの共有 
(ショップ・イン・ショップコ
ンセプト) 
コ・ブランディング 既存又は新しい製品カテゴリ
での新商品に対する複数のブ
ランドの同時的参加 
単一ブランドよる新しい製品
であればブランド拡張戦略 
＜出典：Helmig, Huber and Leeflang (2008)を一部修正＞ 
 
 
 
 
 
 
 
ブランド・
アライアンス
ブランド拡張
こ・ブランディング 
図 2‐ブランド・アライアンスとブランド拡張戦略の範囲 
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第２節 ブランド・アライアンスに関する理論的研究 
 
第１項 ブランド連想 
 
ブランド連想は、ブランド・アライアンスを成り立たせる概念であるため、ここで
軽く述べることにする。ブランドの連想とは、ブランドに対する記憶の中に繋がって
いるイメージである(Washburn, Till and Priluck 2000)。ブランド・イメージは、ブ
ランド連想のタイプ、好ましさ、強さ、ユニークさの総合的な作用により形成される。
ブランドは数多くの連想で構成されており、価値の高いブランド連想を多く持ってい
るブランドは、そのブランド価値も高くなる。ブランド連想は、消費者に情報の想起
を容易にさせ、他のブランドと差別化し、消費者に購買理由をもたらす役割をする。
従って企業は、好意的な連想を持っているブランドのネームを新しい商品につけるこ
とで、ブランドの好意的連想を新しい商品に転移させ、商品に対するポジティブなイ
メージを付けることができる。(Washburn, Till and Priluck 2000)。このように転移
された連想を二次的連想という3。 
 
第２項 ブランド・アライアンスの目的 
 
ブランド・アライアンスの究極的目的は、ブランドが持っている二次的連想を有効
に使うことにある。前述した通り、ブランドにはそれぞれ何らかの連想やイメージが
付けられている。新しい商品を発売する度に、新しいブランドを立ち上げ、それに良
いブランド連想を構築することは、莫大な時間や費用を伴い、リスクも高い。それで、
多くの企業は良いブランド連想を利用し、ブランド拡張を行い、新しい商品に既存の
良い連想を結びつける。 
ブランド・アライアンスもブランド拡張と同じ論理で考えることができる。既に構
築されている複数のブランド連想をアライアンスという手段で繋げることにより、新
商品やマーケティングの活動で優位を占められる。さらに、ブランド・アライアンス
は自社のブランド連想だけを利用するブランド拡張と違って、自社のブランドが持っ
ていないアライアンス・パートナーのブランド連想も利用することができるというこ
                                                 
3 二次的連想については、第 3 章第 2 節第 1 項のところで詳しく説明する。 
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とで大きいメリットがある。 
従って、ブランド・アライアンスの目標は、好意的な既存の商品やブランドと組み
合うことで、新しい商品又は既存の商品に対する好意的な態度を作り出すことである
(Grossman 1997)。企業はブランド・アライアンスを利用し、市場に商品をより頻繁に
漏出させ、潜在的消費者を集めるだけではなく、最近その力が強くなっているプライ
ベート・ブランドの脅威もしのぐことができる。また、アライアンス・パートナーと
高いマーケティング費用を分け合うことで、低い費用での高い成果も期待できる。 
ブランド・アライアンスは、個別のブランドの長期的なブランド戦略としても価値
がある。良い評価を得たブランド・アライアンスは、そのあとの個別のブランドにも
いい影響を与えるという Simonin and Ruth(1998)の研究のように、ブランド・アライ
アンスは、長期的なブランド戦略の一環として使うことができる。 
 
第３項 ブランド・アライアンスの有効性に関する研究 
 
ブランド・アライアンスの有効性を説明する理論として、コンビネーション理論と
態度接近性理論がある。コンビネーション理論は、ブランド・アライアンス戦略は常
にポジティブな効果を与え、尐なくともネガティブな効果は与えないということを主
張している。また、態度接近性理論では、人が良い態度を示しているブランドが、他
ブランドとブランド・アライアンスを組んだ時、そのブランド・アライアンスが呈示
された消費者の頭の中では、普段消費者が持っていたブランドに対する良い態度が活
性化され、アライアンスの中のパートナーにも良い影響を与えるということを主張し
た理論である。 
 
（１）概念コンビネーション理論(Concept combination theory) 
 ブランド・アライアンスの効果は、コンビネーション理論により理解することがで
きる。この理論の下位概念として、選択的修正モデル(selective modification model)
と概念特殊化モデル(concept specialization model)があるが(Park, Jun and Shocker, 
1996; Vaidyanathan and Aggarwal 2000)、ブランド・アライアンスは、後者の概念特
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殊化モデルで説明することができる4。 
概念特殊化モデルの場合、独立された二つの概念の組み合わせは、概念を作る側と
概念が作られる側で分けられる。相対的に可変性が低い方が概念を作る側になり、可
変性が高い方が概念の作られる側になる(Vaidyanathan and Aggarwal 2000)。それを
ブランドの関係の場合に適用してみれば、可変性が低く概念を作れるブランドは、多
くの消費者から認められ、ある程度の安定性を持っているブランドだと考えられる。
従って、二つのブランドから形成されたブランド・アライアンスの中では、より認知
度を持っているブランド又は、消費者により良い評価をもらっているブランドが概念
を作るようになり、相対的に認知度の低いブランドは、認知度の高いブランドから概
念を作られるようになる。このような概念の働きは、概念を作る側から作られる側へ
の一方的な影響であり、逆方向の作用は存在しない(Vaidyanathan and Aggarwal 2000)。 
結局、この理論では、品質的に良い評価を持っているブランドが、相対的にそうで
はないブランドを「良い商品」という概念に作り上げるため、ブランド・アライアン
スは常にポジティブな結果が期待できる。この理論からすると、もし概念が作られる
ブランドの方がネガティブなイメージを持っているとしても、ブランド・アライアン
スでの評価はネガティブにならない。 
このような論理はブランド・アライアンスに関する複数の研究から明らかになって
いる。Washburn, Till and Priluck(2000)は、高い価値を持っている連想が、価値が
高くない連想を孤立させるという研究結果を示した。従って、ブランド・アライアン
スでは、アライアンスの中で評価の低いブランドが入っても、ネガティブ効果は起こ
らないという。また、ブランド拡張に関する研究では、成功したブランド拡張は、コ
ア・ブランドの品質知覚レベルに良い影響を与え、拡張されたブランドが失敗されて
も、コア・ブランドに対する品質知覚レベルには、ネガティブ影響はないと主張し、
概念コンビネーション理論を支持している(Keller and Aaker 1992)。 
 
（２）態度接近性理論 (Attitude accessibility theory) 
態度接近性理論も、ブランド・アライアンスの有効性を理解するためによく使われ
                                                 
4 選択的修正モデル(selective modification model)は形容詞-名詞の組み合わせ、概念特殊
化モデル(concept specialization model)は名詞‐名詞の組み合わせから成り立つモデルであ
るが、選択的修正モデルは究極的に概念特殊化モデルで説明できる(Murphy 1988)。 
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ている。態度接近性とは、態度とその対象との連合関係は記憶内に保持されており、
対象が呈示されるとそれと結びついている評価が自動的に活性化され、記憶から取り
出されるとする概念である(泉水 2007)。この理論のよると、人はより顕著で接近性の
あるブランド態度5を取り入れる(Vaidyanathan and Aggarwal 2000)。以前のブランド
態度が後の態度形成にも影響を与える。 
 この理論はナショナル・ブランドとプライベート・ブランドのブランド・アライ
アンスの場合を想定し、説明することができる。一般的に、ナショナル・ブランドは
プライベート・ブランドより、顕著性と接近性のあるブランド態度を持っているため、
ナショナル・ブランドに対する消費者の良い態度は、プライベート・ブランドとのア
ライアンス商品に対する態度にもポジティブな影響を与えられる。従って、アライア
ンス商品は、ナショナル・ブランドの下位ブランドとして位置付けられ、ポジティブ
な評価をもらうことになる。一方、プライベート・ブランドは、ナショナル・ブラン
ドに対して相対的に顕著性や接近性が低いため、アライアンス商品に対する態度の形
成に何の影響も与えられない。 
「パートナーに対する態度やブランド適合性に害を及ぼさない限り、有名なブラン
ドが有名でないブランドと提携することで利益を挙げることは可能である。」という
Simonin and Ruth(1998, p.39)の研究結果は、この理論を裏づけしている。 
 
 
第 3 節 ブランド・アライアンス戦略の利点 
 
ブランド・アライアンスには様々な利点が存在し、その利点は主にブランド連想の
働きから起因する。ブランド・アライアンスは、ブランドに対して多くの説得的な相
違点や類似点を作り出すことで、既存ターゲット市場の売り上げを増加させ、新しい
消費者やチャンネルとの付加的な機会を作り出す。また、よく知られている 2 つのイ
メージが結合されていつため、製品導入にかかる費用を引き下げ、流通段階における
採用の可能性を高めてくれる(Keller 2000, p.322)。 
 
                                                 
5 顕著性のあるブランド態度とは、より特徴的なブランド態度であり、接近性のあるブランド
態度とは、より自分と関連性の高い又は身近いブランドの態度を示す。 
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第 1 項 売り上げの増加 
 
ブランド・アライアンスは、アライアンス商品に対する潜在的需要を引き出すこと
で、持続的な売り上げの増加を図ることができる。 
一つのブランドが、他のブランドとブランド・アライアンスを結んだ時、そのブラ
ンドは、パートナーが持っている強みを利用し、新しい市場に参入することができる。
例えば、あるチョコレート・ブランドが、ダイエット食品ブランドとアライアンスを
結び、新しいケーキミックス製品を発売した場合、二つのブランドは製造やマーケテ
ィングに関する専門的知識を共有することで、新しい市場に参入することができる
(Park, Jun and Shocker 1996)。チョコレート・ブランドは、ダイエット食品ブラン
ドと提携することにより、高い脂肪やカロリーが含んでいるという認識を軽減させ、
より健康的なイメージで消費者にアピールすることができる。また、ダイエット食品
ブランドは、ダイエット食品の弱みである薄い味を、チョコレート・ブランドのイメ
ージで補完することで、新しい消費者層をつかむことができる。このように、ブラン
ド・アライアンスは、お互いの強みを生かし、新しい市場の消費者にアピールするこ
とで、潜在的な消費者を集め、追加的な利益を期待することができる。 
  
第 2 項 費用の減少 
 
 新しい商品のためにブランドを立ち上げるには、非常に高い費用を伴い、大きい場
合は 1 億ドルも必要とするという(Khermouch 2001)。ブランドの立ち上げに関する高
いリスクを回避するために、ブランド・アライアンスを利用することができる。ブラ
ンド・アライアンスは、お互いのブランド資産を利用し、商品開発、製造、広告、物
流に至るすべてのビジネス・プロセスにかかる費用を節約することができる。また、
発生する費用も、二つのブランドや企業が分担することで、一つのブランドがブラン
ド拡張を行い、新商品展開を行う場合より、費用を引き下げることができる。最後に、
ブランド・アライアンスによる需要の増加は規模の経済効果を起こし、生産や物流に
かかる費用も抑えることができる利点がある。 
 
第 3 項 製品の品質のシグナル 
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ブランドネームは品質のシグナルとしての役割をする。特定の品質水準を求める消
費者はブランドネームを品質のシグナルとして捉え、購買を行う(Rao and Ruekert 
1994)。ブランド・アライアンスは、このようなブランドの品質シグナルを利用し、マ
ーケティング活動をすることができる。 
ブランド・アライアンスは、アライアンスの各ブランドが品質の面で似ていると認
識させる役割をする(同化作用；Abratt and Motlana 2002)。もし、二つのブランドが
ブランド・アライアンスによって結合され、一方のブランドが消費者によく知られて
いない場合、二つのブランドの間には、ブランド・アライアンスによる同化作用が働
く。消費者は、よく知られていないブランドのイメージを作る材料として、認知度の
高いブランドのイメージを採用し、認知度の低いブランドは高いブランド価値を獲得
することができる(本章第３節第３項(１)コンビネーション理論参照)。従って、ブラ
ンドが高品質の連想を作り出しにくい時、または、新市場に参入する時には、認知度
の高いブランドとアライアンス戦略を行うことで、効果的にブランド・イメージを築
く挙げることができる(Rao, Qu and Ruekert 1999)。 
 
 
第４節 ブランド・アライアンス戦略のリスク 
 
ブランド・アライアンスは、上述したような利点にも関わらず、数多くのリスクを
抱えている。ブランド・アライアンスによるリスクは、ブランド・アライアンスだけ
ではなく、既存の強力なブランドにもダメージを与える可能性があるため、注意をす
る必要がある。 
 
第 1 項 ブランドの連想に起因するリスク 
 
ブランド・アライアンスは、ブランド連想を利用した大きなメリットを持っている
分、連想によるリスクも抱えている。 
 
（１）ブランド間の連想のミスマッチングによるリスク 
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 二つの対立した連想を持っているブランドがアライアンスを結んだ場合、アライア
ンス戦略は失敗する可能性がある(Park, Jun and Shocker 1996)。前述したチョコレ
ート・ブランドとダイエット食品ブランドのケーキミックス商品の例で考えてみる。
もしチョコレート・ブランドに「値段が高く、高カロリー商品」というイメージが付
けられ、ダイエット食品ブランドには「値段が安く、低カロリー商品」というイメー
ジが付けられているとする。その場合、消費者は二つの相反したイメージの中で混乱
し、どっちのイメージを商品の連想として採用すべきか混乱する。特に、両ブランド
が消費者の中で十分に認知度の高いブランドである場合、消費者の混乱はより強くな
る。結局、両ブランドによるアライアンス商品は、明確なブランド・イメージを形成
することができなくなる。また、最悪の場合、アライアンスを結んだチョコレート・
ブランドとダイエット食品ブランドが持っていた本来のブランド連想やイメージにも、
ダメージが与えられる可能性がある。 
 
（２）パートナーのネガティブ情報によるリスク 
ブランド・アライアンスの中で、一つのブランドにネガティブな情報が報道された
場合、ブランド・アライアンスの力は弱まる。参考論文に紹介された実際の例を引用
すると、フォード(Ford)社は、フォード・エクスプローラー(Ford Explorer)という車
に使われていたファイアストン(Firestone)製のタイヤーの安全性の問題で、論争の中
心になったことがある(Voltolato and Unnava 2006)。また、ナイキ(Nike)社は、その
生産会社の労働者搾取問題のため、非難を受けざるを得なかった。このように、ブラ
ンド・アライアンスの中では、片一方のブランドに対する悪い情報が、もう一方のブ
ランドにも強い影響を与えることになる。このネガティブ情報によるリスクは、突発
的で影響の予測が難しいという特徴がある。つまり、ネガティブ情報は、ブランド・
アライアンスを行う際、事前に検討できない問題であるため、無防備な状態でダメー
ジを受ける可能性が高いという点で大きなリスクが潜んでいるとも言える。ますます
戦略的なアウトソーシングやブランド間の提携が多くなっている最近の動向を考える
と、ブランド・アライアンスの間のネガティブ情報の影響は注目する必要がある。 
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第 2 項 利益の不均衡に関するリスク 
 
ブランド・アライアンスのメンバーの間の利益の不均衡が生じる可能性がある
(Venkatesh, Mahajan and Muller 1997; 2000)。アライアンス商品が、ブランド・ア
ライアンスの中の個別のブランドにおいて同じ収益性を持っているわけではないから
である。各ブランドにはそれぞれの損益分岐点が違い、アライアンス戦略のパフォー
マンスによって、利益を挙げたブランドもあれば、むしろ損したブランドも存在する
ことになる。 
また、一つのブランドの特徴的役割が各アライアンス・パートナーに影響を与える
場合もある。従って、ブランド・アライアンスの中で、一つのブランドだけが注目を
浴びた場合、その後の個別ブランドに対する影響は当然違うことになる。 
各企業がブランド・アライアンス戦略の実行を決定する際は、このようなリスクを
熟知し、自社に利益のなる意思決定をすることが大事であろう。 
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第３章 ブランドのスピルオーバー効果に関する研究 
 
第１節 スピルオーバー効果の概念 
 
第１項 スピルオーバー効果の定義 
 
スピルオーバー効果とは、あるメッセージの中の情報が、そのメッセージ内に言及
されていない属性に関する信念を変えることを示す(Ahluwalia, Unnava and Burnkrant 
2001)。スピルオーバー効果もブランド間の連想により生じる。あるブランドの商品の
CM に出演する芸能人が社会的物議を起こした場合、その芸能人が広告している商品の
イメージが下がるというケースもスピルオーバーの例である。芸能人の社会的物議と
商品の品質やイメージとは直接的な関係がないのにも関わらず、商品に対する評価が
下がるのは、芸能人とブランドの間に強い連想が繋がっているからである。 
 
第 2 項 スピルオーバー効果の範囲 
 
マーケティングにおいて、発見できるスピルオーバー効果の範囲は広い。数多くの
論文が様々なレベルにおいてのスピルオーバー効果について研究してきた。マーケテ
ィングにおいてのスピルオーバー効果は、大きく属性レベル、ブランドレベル、製品
カテゴリレベルの三つのレベルに分けて分類することができる。 
属性レベルのスピルオーバー効果は、一つのブランドにおいて、ある属性が他の属
性に影響を与える効果である。例えば、洗浄力が強い洗剤がある場合、強い洗浄力は
生地に悪いというイメージをもたらす可能性がある(Ahluwalia, Unnava and Burnkrant 
2001)。このように、「洗浄力」という属性が「生地の質」という直接関係のない属性
に影響をするのが属性レベルのスピルオーバー効果である。 
ブランドレベルのスピルオーバー効果は、あるブランドが他のブランドに影響を及
ぼす効果を示す。この効果は同じ企業のブランド・ポートフォリオの中で起こる場合
もあり、他の企業のブランドに影響を与える場合もある。例えば、あるブランドの車
の機能に問題があった場合、同じ会社の他のブランドの車には問題がないのにも関わ
27 
 
らず、売り上げが落ちるという現象がブランドレベルのスピルオーバーだと言える。
また、ブランド・アライアンスの場面において、片方のブランドの悪い評価が、パー
トナーのブランドの評価に影響を与える場合もブランドレベルのスピルオーバー効果
として挙げられる。 
製品カテゴリレベルのスピルオーバー効果は、一つのブランドの情報が、製品カテ
ゴリ内の他のブランドに及ぼす影響を示す。あるハンバーガー・ブランドのハンバー
ガー・パティ(肉)に異常があるというスキャンダルが発生した場合、他のハンバーガ
ー・ブランドの売り上げも一緒に落ちる現状が製品カテゴリレベルのスピルオーバー
効果の例として挙げられる。 
本論文では、スピルオーバー効果の範囲を絞り、主にブランドレベルのスピルオー
バー効果について研究を深めていきたい。 
 
 
第 2 節 スピルオーバー効果の形成プロセス 
 
第１項 二次的連想理論 
 
Keller(1993)の論文では、ブランド連想のタイプの一つとして、全く関係のないブ
ランドやサービスに関する情報が、そのブランドにリンクされ、ブランド連想につな
がる現象を紹介した。彼はそれを「二次的連想(secondary association)」と呼んでい
る。その二次的連想が生み出される要因は、（１）会社(the company)、（２）カントリ
ー・オブ・オリジン(Country of Origin)、（３）流通チャンネル(distribution channel)、
（４）製品やサービルのスポークスパーソン (spokesperson)やエンドーサー
(endorser)、（５）出来事(event)などが挙げられる。 
 
第２項 連想ネットワーク理論 
  
 連想ネットワーク理論は、ブランド知識をブランドに対する要求、評価、態度など
とリンクされるブランドノード(又はコンセプト)のネットワーク活動として捕らえる
(Keller 1993；Lei, Dawar and Lemmink 2008；Balachander and Ghose 2003)。ブラ
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ンドやそれと関連されているブランド、またそのブランドに対する態度や信念などは、
ブランド知識ネットワークの中のノードとして概念化される。従って、ブランド拡張
戦略やアライアンス戦略を行う場合、ブランドのノードは他のブランドノードとリン
クされ、ブランドの間には関係性が生まれる。ブランド間のリンクは、継続的な漏出、
追加的学習機会により段々強くなる(Lei, Dawar and Lemmink 2008)。また、拡張ブラ
ンド、ブランド・アライアンスなどのブランド・ポートフォリオ内の構成ブランドは、
類似した品質基準、ブランド・イメージ、広告などを共有することになるため、消費
者はこのような追加的端緒を使い、頭の中にポートフォリオを構成する(Lei, Dawar 
and Lemmink 2008)。Balachander and Ghose(2003)は、ブランド・ポートフォリオの
中で子ブランドの広告が親ブランドの選好度に与える影響を明らかにすることで、連
想ネットワーク理論の妥当性を支持した。 
 
第３項  接近性－診断性フレームワーク (Accessibility-diagnositicity 
framework) 
 
 スピルオーバー効果の強さの形成は、Feldman and Lynch(1988)の接近性‐診断性フ
レームワークで説明することができる。このフレームワークは、第 2 章のブランド・
アライアンスに関する研究で取り上げた態度接近性理論と似たような概念である(第
２章第２節第３項(２)態度接近性理論参照)。ブランドや製品に対する態度、所属して
いるカテゴリなどの連想間のリンクが強い時、それらの間にはネットワークが形成さ
れ、他の連想を活性化させる。このフレームワークで言う接近性とは、そのリンクさ
れた連想の関連性を示す。診断性は、連想に関わる情報の有効性を判断する役割をす
る(Roehm and Tybout 2006)。つまり、接近性は連想と連想の間の距離、診断性は連想
の特徴性と関係がある。ブランドのスピルオーバー効果は、接近性と診断性が高いほ
ど強くなる。従って、ブランド間の関係がより近く(e.g.,同じ製品カテゴリ、同じブ
ランド・ポートフォリオ、同じブランド・アライアンス)、連想がより特徴的(他のブ
ランド連想と差別性、珍しさ)である場合は、強いスピルオーバー効果が発生できるの
である。 
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 第 4 項 スピルオーバー効果の発生 
 
 第１項から第３項までの３つの理論に踏まえ、ブランド間のスピルオーバー効果が
プロセスを３つの段階に分類した。それぞれの段階に３つの連想が働き、スピルオー
バー効果が発生するようになる(図 3‐スピルオーバー効果形成のプロセス参照)。 
 ブランドのイメージは、様々な連想から形成される。消費者がそのブランドの商品
を直接使い、その価値を評価することでつけられる連想もある反面、ブランドと関連
されている様々な周りのイメージからも連想は形成される(２次的連想)。ブランドを
持っている企業のイメージやカントリー・オブ・オリジン、広告のイメージなどは、
消費者の直接的な経験による連想ではなく、ブランドとの関連性から生まれた２次的
連想である。 
 １次的連想と２次的連想により形成されたブランドは他の関連ブランドとリンクさ
れる。ブランド間のリンクの形成はそれぞれのブランドが持っている連想のリンクに
よって行われ、そのリンクの間のネットワークが活性化されることにより、お互いの
連想に影響を与え合う。ネットワークが活発に行われるほど、そのリンクの強さは高
まり、ブランド間の関連性も強くなる。 
 このようなプロセスにより、ブランドの間にはスピルオーバー効果が発生すること
になる。そのスピルオーバー効果の強さは、効果を及ぼす連想の接近性や診断性によ
って決められ、接近性と診断性が高い連想は、関連ブランドに強いスピルオーバー効
果を与えるのである。 
 
図 3‐スピルオーバー効果形成のプロセス 
 
 
 
ブランド連想の 
形成 
ブランド間の 
リンクの形成 
ブランド間のスピ
ルオーバー効果 
２次的連想 連想ネットワーク理論 接近性‐診断性フレームワーク 
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第 3 節 ブランド・アライアンスにおけるスピルオーバー効果 
 
第1項 ブランド・アライアンスのスピルオーバー効果 
 
ブランド・アライアンスにおけるスピルオーバー効果は、大きく 3 つの場合に分け
られる。アライアンスを構成している個別のブランドがブランド・アライアンスに影
響を与える場合、ブランド・アライアンスのブランドがアライアンスを構成している
個別のブランドに影響を与える場合、ブランド・アライアンスの中の一つのブランド
が他のブランドに影響を与える場合がそれである。また、ブランド・アライアンスに
おけるスピルオーバー効果は、ブランド・アライアンスを構成している個別ブランド
の特性、アライアンスによる商品の特性、構成ブランドやそのブランドの既存製品と
の適合性、その他の外部的要因(ブランドや商品に対する記事や報道、口コミなど)な
どの様々な要因により生じられる。(表 3‐スピルオーバー効果の要因参照) 
 
第２項 構成ブランドの特徴によるスピルオーバー効果 
 
（１）ブランド・パーソナリティ/態度 
Simonin and Ruth(1998)の研究では、ブランド・アライアンスが行われる前の個別
ブランドに対するポジティブな態度は、ブランド・アライアンスの態度にポジティブ
な影響を与えるということを明らかにした。消費者の中で潜んでいるブランドに対す
る態度が、そのブランドと他のブランドとのアライアンスの評価の際、よみがえり、
活性化されるからである。 
 
（２）関与 
消費者がブランドに関する関与が高くポジティブな態度を持っている場合、ネガテ
ィブな情報がその消費者が持っているブランドに関する態度を変えることは難しい。
それに対し、ポジティブな情報は、消費者側から積極的に受け入れ、スピルオーバー
効果が高くなる。一方、ブランドに関する関与が低い場合、ポジティブ/ネガティブ情
報に関係なく、強いスピルオーバー効果を見せる(Ahluwalia, Unnava and Burnkrant 
2001)。 
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（３）ブランド・エクイティ 
高いブランド・エクイティを持っている二つのブランドがブランド・アライアンス
を結んだ場合は、低いブランド・エクイティを持つ二つのブランドのアライアンスよ
りポジティブな影響を与える(Washburn, Till and Priluck 2000)。高いブランド・エ
クイティのブランドと低いブランド・エクイティのブランドのアライアンスの場合に
おいても、ブランド・アライアンス商品の知覚品質にはポジティブな影響を与える。
従って、低いブランド・エクイティは、高いブランド・エクイティのブランドの評価
にネガティブな影響を与えない。 
 
（４）ブランド認知度(ブランド新密度) 
Vaidyanathan and Aggarwal(2000)はブランド認知度がブランド・アライアンスに与
えるポジティブな効果を明らかにした。認知度の高いナショナル・ブランドの材料を
使った認知度の低いプライベート・ブランドの商品は、認知度のないブランドの材料
を使った商品より、ポジティブな評価をもらうことができ、知覚品質の面でもポジテ
ィブである。 
Simonin and Ruth(1998)によると、ブランド認知度が低いブランドはブランド・ア
ライアンスの評価に弱い影響を与える。しかし、スピルオーバー効果は、認知度の高
いブランドより強く経験するという特徴がある。 
 
（５）カントリー・オブ・オリジン 
ブランドのカントリー・オブ・オリジンもブランド・アライアンスの評価に影響を
与える(Bluemelhuber, Carter and Lambe, 2007)。ブランドが消費者に良く知られて
いない場合、カントリー・オブ・オリジン適合性(ブランドのカントリー・オブ・オリ
ジンのイメージとアライアンスブランドのイメージとの適合性)が高いほど、ブラン
ド・アライアンスに対する評価も高くなる。しかし、消費者とそのブランドの間の親
密度や認知度が高い場合は、カントリー・オブ・オリジンによるポジティブなスピル
オーバー効果はない。カントリー・オブ・オリジンによるスピルオーバー効果は、ネ
ガティブ・スピルオーバー効果の存在が明確ではなく、ポジティブ・スピルオーバー
効果も制限的に起こるという点で限界がある。  
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第３項 ブランド・アライアンス商品の特徴によるスピルオーバー効果 
  
ブランド・アライアンスの商品の特徴がアライアンスを構成している個別ブランド
に与えるスピルオーバー効果に関する論文は、第２項で述べた個別ブランドに関する
特徴がブランド・アライアンスに与えるスピルオーバー効果に関する論文より圧倒的
に尐ない。 
しかし、ブランド・アライアンスの先行研究を通じて、ブランド・アライアンス商
品に対する態度がブランド・アライアンスを構成している個別ブランドに何らかの影
響を与えるということが明らかになった。 
Simonin and Ruth(1998)によると、ブランド・アライアンスに対する評価が、アラ
イアンスの個別構成ブランドにも影響を与えると述べた。特に、パートナーのブラン
ドより相対的に認知度の低いブランドは、ブランド商品に対する態度によって、より
強いスピルオーバー効果を経験する。しかし、ブランド・アライアンスの構成ブラン
ドが両方とも高い認知度を持っているブランドである場合、同じスピルオーバー効果
を経験するようになる。従って、ブランド・アライアンスの中で、ブランド認知度に
よる効果の差はあるが、ブランドの商品の態度がポジティブであるほど、個別ブラン
ドにはポジティブなスピルオーバー効果が存在する。 
 
 
第４項 その他の要因によるスピルオーバー効果 
 
（１）構成ブランド間の補完性 
アライアンスを構成するそれぞれのブランドが相互補完的な関係にあると認識され
る場合(e.g.,ダイエット食品ブランドとチョコレート・ブランドによるケーキミック
ス)、ブランド・アライアンスに対する評価は、単一ブランドがブランド拡張を行う場
合(e.g.,チョコレート・ブランドによるケーキミックス)よりポジティブな影響を与え
る(Park, Jun and Shocker, 1996)。 
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（２）ブランド/製品適合性 
Simonin and Ruth(1998)は、商品の適合性とブランドの適合性は、ブランド・アラ
イアンスに強い影響を与えるという。ブランドの適合性は、アライアンスされた複数
のブランドの組み合わせを消費者が見て、どのくらい調和していると思うかを評価す
る基準である。製品の適合性は、ブランドが参入している既存の製品カテゴリとアラ
イアンスによって参入した製品カテゴリが、どのくらい関連があるかによって決めら
れる。ブランドや製品の高い適合性は、消費者がブランド・アライアンスに対する抵
抗感や違和感を感じることなく、自然に受け取らせられる。 
 
（３）ブランドや商品に関する情報(外部的要因) 
 外部的要因によるスピルオーバー効果は、主にネガティブ情報やスキャンダルによ
るスピルオーバー効果の研究である。 
Till and Shimp(1998)は、ブランド・アライアンスにおけるネガティブ・スピルオ
ーバー効果が存在することを確認した。また、Votolato and Unnava(2006)の研究では、
ブランド・アライアンスの中でパートナーとなっているブランドに良くない情報が流
された場合、そのホスト・ブランドがその情報と直接関わっている場合であれば、ネ
ガティブ・スピルオーバー効果が発生するという結果を見せた。 
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第４章 ネガティブ情報に関する研究 
 
第 1 節 ネガティビティ情報の重要性 
 
 
第 1 項 ネガティビティ効果（Negativity Effect） 
 
我々の生活の中でも良いニュースより悪いニュースの方がより世間の話題になるこ
とがよくある。人は対象を評価する際、ネガティブ情報の方をポジティブ情報より、
手がかりがあって有益だと判断するからである。このような現象をネガティビティ効
果（Negativity Effect）と呼ぶ。 
ネガティブ情報の方がよりポジティブ情報より影響力があるということは数多くの
研究から明らかになっている。Anderson(1965; 1983)は単語に対する反応を研究した
論文で、ポジティブな意味を持つ単語よりネガティブな意味を持つ単語の方が強い力
を持っているということを明らかにした。同じ極端性を持っているネガティブ情報と
ポジティブ情報を比較しても、ネガティブ情報の方がより影響力があることが明らか
になっている(Wojciszke, Brycz and Borkenau 1993; Skowronski and Carlston 1987)。 
 
第２項 ネガティビティ効果に関する３つのアプローチ 
 
それでは、なぜネガティブ情報はポジティブ情報より強い影響を与えるのだろうか。
最近の研究では、このネガティビティ効果を 3 つのアプローチで説明している
(Skowronski and Carlston 1989)。本項では、その 3 つのアプローチについて述べる。 
 
（１）内的中立点と実際の中立点の違いに関するアプローチ 
このアプローチによると、人は情報を判断する際、自分の内的判断基準と比較する
ことで、情報の極端性や情報性を判断する。Skowronski and Carlston (1989)によれ
ば、個人が中立的だと思う判断基準は実際の心理的中立点と違い、過去の経験などに
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より流動的に変化するという。例えば、人が温かい水の中に手を入れた時、時間が流
れるほど手はその水の温度に慣れてしまい、水の温度について普通だと感じるように
なる。これは、「温かいー冷たい」を判断する尺度の中立点(0 となる点)が尐し「温か
い」の方に移動したからである。従って、その直後、冷たい水の温度を判断させる際
には、実際の温度より冷たく評価することになるのである。 
ある人が常にポジティブなキャラクターの人と会ってきたと仮定すると、この人が
持っている人間に対する判断の内的中立点は、実際よりポジティブの方に寄っている
ことになる。その際、その人がネガティブなキャラクターを持っている人と会った場
合、その人に対するイメージは実際の(客観的な)評価より、もっと悪い人に評価され
る。 
ネガティブ情報の評価の際にも同じ結果が予測される。情報を評価する個人の内的
判断基準はポジティブの方に尐し偏っているため、ネガティブ情報は実際よりもっと
ネガティブだと判断されるようになる。「この人は親切であり、不正直である」という
情報を接した人が、「親切(kindness)」という情報と「不正直(dishonest)」という情
報の組み合わせを評価する場面を想定する。ポジティブ評価を＋７ネガティブ評価を
‐７に設定したとき、「親切」は＋７、「不正直」は‐７という評価で組み合わせは０
を予想されるべきである。しかし、そもそも０となる内的中立点がポジティブに偏っ
ているため、「親切」と「不正直」の組み合わせの評価は‐1 という結果が出る。従っ
て、ネガティブ情報は、ポジティブ情報より比重を持つという結論に至ることになる。 
このようにネガティブ情報の評価は、人の内的中立点と客観的中立点の違いによっ
てより厳しく評価されるようになる。 
 
（２）期待と頻度に関するアプローチ 
このアプローチは、大きい印象を与える情報が、より影響力があるという考え方か
ら始まる。Skowronski and Carlston (1989)によると、情報性を判断する基準は、期
待とどのくらい不一致しているかよって決まる。予想外の情報は、より大きい印象を
与え、より影響力を持つようになる。また、その情報が予想から遠く離れるほど、情
報に対する影響力は強まる。 
 期待は、経験の頻度によって設定されると考えられる。一番多く経験した場面を
人は予測することになるからである。一般的に人は、①適当な程度の ②ポジティブ
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な行動を期待する。従って、適当な程度の情報が標準的期待になるため、極端的な情
報は印象的に感じられ、大きい影響力を持つことになる。また、ポジティブ情報がよ
り標準的期待に近いため、ネガティブ情報の方は印象的情報として認識され、ポジテ
ィブ情報より、大きい影響を及ぼすことになる。 
一方、Romeo(1991)は頻度によるネガティブ情報の影響力について述べた。世の中に
は、ネガティブ情報の数が、ポジティブ情報の数より尐ないため、目立ちやすいとい
う。それで人はネガティブ情報に注目をし、それにより重要性を付与するのである。 
 
（３）カテゴリ診断に関するアプローチ 
ネガティブ情報がより診断性や情報性を持っているという主張を支持するもう一つ
の理由は、ネガティブ情報の方がカテゴリ化し易いという点である(Ahluwalia, 
Burnkrant and Unnava 2000)。研究によると、ネガティブな行動をする人は「悪い人」
というカテゴリに分類し易い。しかし、ポジティブな行動や中立的な行動は、良い人、
悪い人、どちらでもない人でも取ることができるため、そういった行動を取った人は
カテゴリ化することが相対的に難しいのである。例えば、「お金を盗む」というネガテ
ィブな行為は、行為者が正直な人であるか不正直な人であるかを判断する際、有益な
情報である。しかし「リンゴを食べる」という中立的な行動は、人を判断する際の有
益な情報になりにくいのである（Skowronski and Carlston 1989）。 
 
第３項 ブランドにおいてのネガティビティ効果 
 
様々な場合において、ネガティビティ効果はありうる。ブランドにおいてもネガテ
ィビティ効果は存在する。ブランドの評価の場合も、ネガティブな情報がポジティブ
な情報よりブランドのカテゴリ化を容易にする。商品に対する悪い情報は、「低品質の
商品」というカテゴリに入れるための有益な情報になれるが、商品に対する良い情報
や中立的情報は、低品質の商品、高品質の商品、中品質の上品のどちらでもあり得る
情報であるため、その商品がどの品質の商品であるか判断するための有益な情報にな
れることは相対的に難しい(Herr, Kardes and Kim 1991)。 
一方、ポジティブ情報の場合、情報による影響が存在するとしたら、良い効果が期
待されるのであろう。逆に、情報による影響が存在しないとしても、ブランドの評価
38 
 
には変わりがないため、尐なくともマイナス効果にはならない。しかし、ネガティブ
情報は、ブランドや商品の評価において、プラスになることは不可能である。また、
ブランド拡張やブランド・アライアンスに関するネガティブ情報は、ブランドにネガ
ティブな認識を誘発させるだけではなく、その挽回が非常に難しい特徴がある(Zhang 
and Taylor 2009)ため、注意を払う必要がある。 
 
 
第 2 節 ネガティブ情報の種類 
 
ビジネス場面において、対象の判断に関わるネガティブ情報は大きく 2 つに分ける
ことができる。 
 
第１項 能力的ネガティブ情報  
 
能力的情報(Competence Information)とは、消費者が人や企業に対して期待する能
力の程度と関わる情報である(Votolto and Unnava 2006)。例えば、企業の場合、従業
員の専門的技術、優れた研究活動や技術革新、製造の専門性、顧客志向、産業でのリ
ーダーシップなどが能力的情報と関わる要素として挙げられる(Brown and Dacin 1997)。
これらは消費者の頭の中で企業の成果や品質のイメージとして形成される。従って、
能力的ネガティブ情報は、人や企業の成果が、消費者が設定している能力的又は品質
的基準に至らない場合に生じる(Wojciszke, Brycz and Borkenau 1993)。 
 
第２項 倫理的ネガティブ情報 
 
倫理的情報(Morality Information)とは、人や企業の倫理や価値観に関わる情報と
定義する(Votolto and Unnava 2006)。例えば企業の場合、環境に対する態度、人事制
度においてのダイバシティ・マネジメント、地域社会での活動、企業の慈善活動など
が倫理的情報の要素として挙げられる(Brown and Dacin 1997)。 
倫理的ネガティブ情報は、人や企業の行動が消費者の価値観や倫理的基準に反した
場合に生じる(Wojciszke, Brycz and Borkenau 1993)。 
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第 3 節 情報の形態の違いによる評価の違い 
 
第 1 項 人の評価においての違い 
 
Wojciszke, Brycz and Borkenau(1993)は、人の行動を評価する際の、情報の形によ
る影響の違いを紹介した。研究によると、倫理的情報の場合は、ネガティビティ効果
が起こりやすい。一方、能力的情報である場合は、ポジティビティ効果6が起こりやす
いという。つまり、人の倫理的行動を評価する際には、ポジティブな行動より、ネガ
ティブな行動の方がより影響力を与える。逆に、人の能力的行動を評価する際には、
ネガティブな行動より、ポジティブな行動の方がより影響力を持つ。 
 人の倫理的特性において、ネガティブな行動(e.g., 不正直)は、ポジティブな行動
(e.g., 正直)より強い情報力を持っていると考えられる。ポジティブな行動は、倫理
的な人と非倫理的な人の両方が取ることができるが、ネガティブな行動は非倫理的な
人だけが持っている特色として捕らえるからである(本章第 1 節第 2 項（３）カテゴリ
診断に関するアプローチ参照)。これは、倫理的情報の判断において、倫理的ネガティ
ブ情報の影響を強調する結果となる。 
 しかし、人の能力と関わっている特性は、倫理的特性の場合と反対の結果を見せる。
能力的パフォーマンスは、非常に高い能力を持っている人だけにおいてありうること
であり、高い能力を持つ人でさえ、障害、疲労、モチベーションの不足などで、時に
は失敗をする。従って、能力的特性において、ポジティブな行動はネガティブな行動
より診断性が高いとみられる。  
 従って、人は人の倫理的失敗より能力的失敗の方をより寛大に扱う傾向がある。 
 
第 2 項 企業の評価においての違い 
 
Brown and Dacin(1997)は、能力的情報と倫理的情報が違う形で企業の評価に影響を
与えるということを明らかにした。彼らによると、企業の能力的情報は、倫理的情報
より大きいインパクトを持っている。能力的情報は製品に関するイメージと企業に関
                                                 
6 ポジティビティ効果とは、ネガティビティ効果の反対の概念であり、ネガティブ情報よりポ
ジティブ情報の方の影響力を強い効果を示す。 
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するイメージの両方に影響を与える反面、倫理的情報は、企業に関するイメージのみ
に影響を与えることを確認した。また、人はお金を払い商品を購買するため、より優
れた商品を会社に期待する(Votolato and Unnava 2006)。従って、企業の能力に関わ
っている情報の方が倫理に関わっている情報より、企業を評価に診断性のある情報だ
と認識するという理由も挙げられる。 
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第５章 実証研究の内容及び仮説設定 
 
本章では、前述した先行研究を踏まえ、実証研究の内容と目的、それに基づいて導
かれた仮説を示す。 
 
 
第１節 実証研究の目的および内容 
 
第 1 項 実証研究の目的 
 
本論文で行われる実証研究の目的は、ブランド・アライアンスにおいて、情報の形
と対象の違いによる情報の評価の違い及びスピルオーバー効果を明らかにすることで
ある。また、ホスト企業の対応によるスピルオーバー効果を確認することで、ネガテ
ィブ・スピルオーバー効果を受けた企業が取るべき対応を明らかにしたい。 
 
第 2 項 実証研究の内容 
 
ブランド・アライアンスの中のブランドの範囲を企業だけではなく、人にまで広め
た。消費者を相手に活動する有名人も一つのブランドとして捉えることができると考
えたからである。従って、ブランド・アライアンスは、企業と企業、企業と人、両方
の間で行われることを想定した。ブランド・アライアンスのパートナーに、倫理的ネ
ガティブ情報又は能力的ネガティブ情報が流された場合、①消費者はそのパートナー
をどのように評価するのか、②パートナーのネガティブ情報は、アライアンスのホス
ト企業であるメーカー企業にどのような影響を与えるかを明確にしたい。それに加え、
③パートナーのネガティブ情報を接したメーカーの企業が、アライアンスの契約を中
止するか、あるいは契約を中止せずそのまま持続するかの対応により、企業へのスピ
ルオーバー効果の違いを確認したい。(図 4‐実証研究の概要参照) 
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図 4‐実証研究の概要 
 
 
＜出典：本人作成＞ 
 
 
 
第２節 ネガティブ情報の評価に関する仮説 
 
第１項 企業のパートナーに対するネガティブ情報の評価 
 
先行研究により、ネガティブ情報の評価は情報の対象、また情報の形によって異な
るということが分かった。情報の対象が企業である場合、消費者は倫理的失敗より能
力的失敗の方をより厳しく評価するという Wojcizke, Brycz and Borkenau (1993)の研
究結果と情報の対象が人である場合は、能力的失敗より倫理的失敗の方をより厳しく
評価するという Ahluwalia Unnava and Burnkrant (2000)の研究に従い、仮説１と仮説
２を立てた。 
 
仮説１：企業のネガティブ情報において、能力的情報は、倫理的情報より厳しく評価
される。 
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仮説２：人のネガティブ情報において、倫理的情報は、能力的情報により厳しく評価
される。 
 
この二つの仮説を検証することにより、ネガティブ情報の対象による評価の違いを
確認することができる。 
 
 
第２項 ブランド・アライアンスのおいてのホスト企業のスピルオーバー効果 
 
ブランド・アライアンスの中のブランドは、お互い連想により繋がっているため、
一つのブランドにネガティブな連想が生まれると、消費者の頭の中では、関連された
他のブランドも一緒に浮かび上がり、その連想が移されるスピルオーバー効果が発生
すると考えた。また、パートナーのネガティブ情報の評価が悪いほど、ホスト企業に
与えるネガティブ・スピルオーバー効果も強くなると判断した。Zhang and Taylor 
(2009)の研究でも、ネガティブ情報は、情報の評価がよりネガティブであるほど、連
想で結ばれているブランド(拡張されたブランド)にネガティブなスピルオーバー効果
があるという結果があった。従って、「企業のパートナーの場合、能力的情報が倫理的
情報より厳しく評価される」という仮説 1 の論理が正しいとすれば、次のような仮説
が導かれる。 
 
仮説３：ブランド・アライアンスにおいて、パートナーが企業である場合は、能力的
情報の方が倫理的情報の方より、大きいスピルオーバー効果をもたらす。 
 
同じ論理で、「人のパートナーは、倫理的情報が能力的情報より厳しく評価される」
という仮説２の論理が正しいとすれば、次のような仮説を導出することができる。 
 
仮説４：ブランド・アライアンスにおいて、パートナーが人である場合は、倫理的情
報の方が能力的情報の方より、大きいスピルオーバー効果をもたらす。 
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この二つの仮説を検証することにより、ネガティブ情報に対するパートナーの評価
とホスト企業の評価の関係性(スピルオーバー効果)を明確にすることができる。 
 
 
第３項 ホスト企業の対応によるスピルオーバー効果 
 
Roehm and Tybout(2006)はブランドのスキャンダルによる競争ブランドへのスピル
オーバー効果を研究した論文で、競争ブランドにスピルオーバー効果が存在する場合、
競争ブランドがそのスキャンダルとの関係を否認することで、スピルオーバー効果は
弱まることを明らかにした。しかし、競争ブランドにスピルオーバー効果が起こらな
かった場合は、スキャンダルを否認することが、逆に余計の関係性を形成してしまい、
競争ブランドにネガティブな効果が与えるということを発見した。 
従って、パートナー・ブランドのネガティブ情報によって、ホスト・ブランドにス
ピルオーバー効果がある場合、ホスト・ブランドは、契約を中止するという決定をす
ることで、ネガティブ情報との関係性を否認する効果を得ることができると考えられ
る。契約を中止すると発表することにより、消費者に新しい情報を与え、パートナー
との連想を切り、スピルオーバー効果を抑えることができる。 
 
仮説 5：パートナーのネガティブ情報において、企業が契約を持続する場合は、契約
を中止する場合より、大きいスピルオーバー効果をもたらす。 
 
この仮説を検証することにより、パートナーのネガティブ情報に対し、ホスト企業
が取るべき対応策を模索することができる。 
 
 
第３節 まとめ 
 
 本調査の仮説は、ある企業にネイティブな情報が流れた時から、ブランド・アライ
アンス関係において考えられる影響を時間的流れまたはネガティブ情報の影響の流れ
に沿って立てられている。まず、パートナーにネガティブ情報が発生した場合、その
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ネイティブ情報に対するパートナー評価を測定する。次に、ネガティブ情報に影響を
受けたパートナーに対する評価が、アライアンス関係にあるホスト企業に与える影響
を確認する。最後にパートナーのネガティブ情報を接したホスト企業の対応によるホ
スト企業への影響の違いを明らかにするのが本研究の内容である。 
 この調査により、あるブランドのネガティブ情報が、どこまで影響を与えることが
できるかを明らかにすることができる。ネガティブ情報が単なる情報への評価で留ま
らず、対象ブランドまたその情報と直接的関係のない関連ブランドの評価にも影響が
あるのかを明らかにすることができる。また、関連ブランドの対応による影響の違い
を見ることで、パートナーのネガティブ情報によるネガティブ効果を最小化するため
には、どのような対応方法を取るべきかが分かる。 
 尚、異なる二つのパートナーの形(企業と人)と異なる二つの情報の形(能力的ネガテ
ィブ情報と倫理的ネガティブ情報)の存在を認識し、それぞれの違うケースを想定し、
調査を行うことにより、パートナー別、情報の形態別の影響の違いや評価の違いを確
認することができるであろう。(図 5‐仮説の設定参照) 
 
 
図 5‐仮説の設定 
 
 
 
＜出典：本人作成＞ 
 
H3 
H1 
H2 
H4 
H5 
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第６章 調査 
 
第 1 節 調査のデザイン 
 
第１項 用語の整理 
 
調査のデザインを述べる前に、本論文の実証研究の説明を明確にするために、いく
つかの用語を整理しておきたい。まず、実証研究で用いたブランド・アライアンスの
形態は、一つのブランドが企業の戦略として、製品をサポートしてくれる他のブラン
ド(企業や人)と提携した｢既存のブランドのためのブランド・アライアンス｣である。
その中で、商品のブランドを持っており、商品を販売する企業をホスト企業、またそ
れをサポートする企業(本研究では生産会社)や人(本研究ではスポークスパーソン)を
パートナー(又はパートナー・ブランド)と称した。 
 
第２項 調査のプロセス 
 
本実証研究はシナリオ調査で行った。まず、構想したブランド・アライアンスや各
構成ブランドの特徴を理解してもらうために、ホスト企業とパートナーに対する基本
的な基本情報を与えた。この情報には、ホスト企業とパートナーが堅いブランド・ア
ライアンス関係であることを暗示する文章も含まれている。その後、パートナーに対
するネガティブ情報が載っている架空の新聞記事を読んでもらい、情報の評価、パー
トナーへの評価、ホスト企業への評価をしてもらった。用意している架空の新聞記事
は、12 パターンである7。 
 
 
 
                                                 
7 パートナーの形態(企業・人)ｘネガティブ情報の形態(能力的情報・倫理的情報)ｘホスト
企業の対応(契約中止・契約持続・コントロール)の組み合わせで 12 パターンを用意した。 
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第 3 項 シナリオの内容 
 
シナリオの内容は、ホスト企業に関する基本情報、パートナーに関する基本情報、パ
ートナーに関する新聞記事で構成されている。シナリオに出てくる企業名や人名は全
て架空のものである。 
 
（１）ホスト企業に関する基本的情報 
 シナリオで使われたホスト企業は、スポーツ関連商品専門企業に設定した(表４-シ
ナリオの本文(ホスト企業に対する基本的情報)参照)。 
スポーツ関連商品専門企業は、企業のパートナーだけではなく、人のパートナーの
イメージも思い浮かべやすい業界だと判断した(e.g.,ナイキ、アディダスなど)。ホス
ト企業に関する情報は 3 段落に構成されている。一つ目の段落には、ホスト企業の業 
 
 
表 3‐シナリオの本文１(ホスト企業に関する基本的情報) 
 
Spotech 社はスニーカーやスポーツウェアなど、スポーツ関連商品をデザイン・販売する
世界的なスポーツ関連商品専門企業である。1970 年代に革新的な製品で注目を集め、それ以
来、様々なスポーツの種目において機能性を重視した商品を作ることで、今では世界中の誰
もが知っている有名な企業になっている。 
Spotech 社の成功は、革新的な製品だけではなく、効率的な生産戦略にもある。生産会社
である Welmade 社との長い間のパートナーシップによって、信頼に基づいた良質の製品生産
が可能になった。また、同社との技術提携によって、高質の製品を安価で市場に提供するこ
とができた。 
また、Spotech 社は 10 年前から、スポーツスターの John Smith をスポークスパーソンと
して起用している。John Smith は欧州のトップリーグで活躍しているサッカー選手で、10
年前 Spotech 社は John Smith の名前を使ったスポーツウェアのブランドを立ち上げた。John 
Smith の人気が上がるとともに Spotech 社の広告効果も高まり、Spotech 社は 10 年間スポー
ツ関連商品メーカーの中でトップの座に立っている。 
(出典：本人作成) 
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種や市場での位置づけについて述べた。二つ目の段落には、生産会社である企業のパ
ートナーとのアライアンス関係について、三つめの段落には、スポークスパーソンで
あるパートナーとのアライアンス関係について述べた。 
 
（２）パートナーに関する基本的情報 
 
１．企業のパートナーの基本的情報 
 企業であるパートナーは、長い間ホスト企業との戦略的パートナーシップで、ホス
ト企業の商品の生産を担当している生産会社に設定した。生産会社であるパートナー
の事業内容や優れたパフォーマンスを暗示する内容で構成した(表 5‐シナリオの本
文２(企業のパートナーに関する基本的情報）参照)。 
 
表 4‐シナリオの本文２(企業のパートナーに関する基本的情報） 
 
Welmade 社は、インドネシアに拠点を置いた、スニーカーやスポーツウェアを専門的に製
造する生産会社である。現在は Spotech 社の商品の 80％を生産しており、Spotech 社と堅い
信頼関係を築いている。Spotech 社との技術提携により、Welmade 社は高い品質を保ちなが
ら費用を抑えた生産が可能になり、Spotech 社と Welmade 社の両社の利益率向上に貢献した。
Spotech 社の商品の需要が上がるとともに、Welmade 社の事業規模も大きくなり、今ではア
ジアで一番成功した生産会社になっている。 
(出典：本人作成) 
 
２．人であるパートナーの基本的情報 
 人であるパートナーは、長い間ホスト企業のスポークスパーソンを務めているサッ
カー選手に設定した。プレイヤーとしての優れた能力を持っており、スポーツ以外で
も人気を集めているという内容で構成した(表 6‐シナリオの本文３(人のパートナー
の基本的情報）参照)。 
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表 5‐シナリオの本文３(人のパートナーの基本的情報） 
 
John Smith は、欧州のトップリーグで活躍しているサッカー選手である。John Smith は、
新人の時から、プレイヤーとしての能力を認められ、多くのサッカーファンから愛されてい
る。2003 年から 2005 年まで、チームの３年連続優勝に貢献し、2004 年と 2005 年には同リ
ーグの MVP に選ばれた。その高い知名度で多くの広告に起用され、ファッション・リーダー
としても注目を集めている。 
(出典：本人作成) 
 
（３）パートナーに対するネガティブ情報 
 パートナーに対するネガティブ情報は、新聞記事の形式を使用した。パートナーの
ネガティブ情報は、パートナーの形態ｘ情報の形態ｘ対応の形態の組み合わせ 12 パタ
ーンの中で一つを提示し、実験を行った。対応の形態は一つの文章を加えたり、削除
したりすることで操作したため、ここではパートナーの形態ｘ情報の形態の組み合わ
せ 4 パターンを紹介する。 
  
１．企業の能力的ネガティブ情報 
 企業の能力的ネガティブ情報には、生産会社である企業が低下の原料を使い、品質
が幾分低下する恐れがあるという内容を新聞記事の形にした(表 7‐シナリオの本文
４(企業の能力的ネガティブ情報）参照)。 
 
表 6‐シナリオの本文４(企業の能力的ネガティブ情報） 
 
スポーツ関連商品専門の生産会社である Welmade 社は最近、生産しているスニーカーの原
料となるゴムを従来の物から安いものに変更した。Welmade 社の説明によると、近年、原料
価格が値上げされており、従来の費用で製品を生産するために、安価なゴムに変更したとい
う。これにより、Welmade 社のスニーカー製品は、衝撃吸収機能が幾分低下する可能性が高
いとみられている。 
(出典：本人作成) 
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２．企業の倫理的ネガティブ情報  
 企業の倫理的ネガティブ情報は、生産会社である企業が、未成年労働者を雇用し、
社会団体から非難を受けているという内容を新聞記事の形にした(表 8‐シナリオの
本文５(企業の倫理的ネガティブ情報）参照)。 
 
表 7‐シナリオの本文５(企業の倫理的ネガティブ情報） 
 
スポーツ関連商品専門の生産会社である Welmade 社は最近、スニーカーの生産工場で賃金
の安い未成年労働者を雇用した。Welmade 社の説明によると、近年、原材料の価格が値上げ
されており、従来の費用で製品を生産するために、賃金の安い未成年を雇用したという。こ
れにより Welmade 社は、人権団体から批判を受ける可能性が高いとみられている。 
(出典：本人作成) 
 
３．人の能力的ネガティブ情報 
 人の能力的ネガティブ情報は、スポーツスターであるスポークスパーソンが、最近
成績の低下で引退の声が上がっているという内容を新聞記事の形にした(表 9‐シナ
リオの本文６(人の能力的ネガティブ情報）参照)。 
 
表 8‐シナリオの本文６(人の能力的ネガティブ情報） 
 
世界的サッカースターの John Smith が、スランプに陥っている。John Smith は最近、体
調管理の失敗で、例年のようなプレーを見せておらず、従来のイメージが大きく低下してい
る。今年の低調な成績について報道するマスコミも多く、ファンからは失望の声が上がって
いる。 
(出典：本人作成) 
  
４．人の倫理的ネガティブ情報 
 人の倫理的ネガティブ情報は、スポーツスターであるスポークスパーソンが、女性
との不倫スキャンダルに巻き込まれ、世論からの非難を受けているという内容を新聞
記事の形にした。(表 10‐シナリオの本文７(人の倫理的ネガティブ情報)参照) 
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表 9‐シナリオの本文７(人の倫理的ネガティブ情報) 
 
世界的サッカースターの John Smith が、スキャンダルに巻き込まれている。John Smith
は最近、複数の女性との愛人疑惑が報道され、従来のイメージが大きく低下している。今回
のスキャンダルについて報道するマスコミも多く、ファンからは失望の声が上がっている。 
(出典：本人作成) 
 
（４）ホスト企業の対応 
 ホスト企業の対応は、ネガティブ情報が含んでいる新聞記事の末端にネガティブ情
報によるホスト企業のコメントの形で文章を付けた。コントロールの場合は、対応に
関する文章を付けずにネガティブ情報に関する新聞記事だけを載せた。 
 
１．契約中止の場合 
新聞記事の最後に、契約中止に関する内容の文章を加えた(表 11‐シナリオの本文
８(ホスト企業の契約中止）参照)。 
 
表 10‐シナリオの本文８(ホスト企業の契約中止） 
 
(パートナーの名称)とパートナーシップを結んでいる Spotech 社はこれについて、「状況を
把握した結果、深刻な問題だと判断し、(パートナーの名称)との契約を中止することを決定
した」と語った。 
(出典：本人作成) 
 
２．契約持続の場合 
新聞記事の最後に、契約持続に関する内容の文章を加えた(表 12‐シナリオの本文
９(ホスト企業の契約持続）参照)。 
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表 11‐シナリオの本文９(ホスト企業の契約持続） 
 
Welmade 社とパートナーシップを結んでいる Spotech 社はこれについて、「状況を把握した
結果、深刻な問題ではないと判断し、Welmade 社との契約を続けることを決定した」と語っ
た。 
(出典：本人作成) 
 
 ３．コントロール 
  コントロールは、何の文章もつけず、新聞記事のままにした。 
 
 
第２節 予備調査 
 
第１項 予備調査の概要 
 
本調査に入る前に、ネガティブ情報の形においての評価の違いを図るために、各情
報のネガティブ度を調整する必要があると考えた。 
そのため、東京に在住している大学生や社会人２４名を対象に予備調査を行った。
回答者には、企業の能力的ネガティブ情報、企業の倫理的ネガティブ情報、人の能力
的ネガティブ情報、人の倫理的ネガティブ情報が含まれている４つの新聞記事を読ん
でもらい、それぞれの記事が能力的情報と倫理的情報のうち、どの情報に該当するの
か、またどのくらいネガティブであるかに対するネガティブ度を判断してもらった。 
 
第２項 予備調査の分析結果 
 
(1)情報の形態の適合度検証 
各新聞記事を読み、それぞれが能力的情報と倫理的情報のどっちに入るかを評価し
てもらった(１.倫理的情報…４.どちらでもない…７.能力的情報)。分析結果、企業の
能力的情報の場合、人はそれを能力的情報として認識していた(M=4.67)。また、企業
の倫理的情報の場合も、人は倫理的情報として判断していた(M=2.46)。その二つの情
53 
 
報の形態に対する有意的な差も確認できた(p<0.01、表 13－企業の情報の形態に対する
評価参照)。 
 
表 12‐企業の情報の形態に対する評価 
 
情報の形態 平均値 度数 標準偏差 
能力的情報 4.6667 24 1.90347 
倫理的情報 2.4583 24 1.61458 
合計 3.5625 48 2.07217 
 
 平方和 自由度 平均平方 F値 有意確率 
情報適合度 x 情報の形態 ｸﾞﾙｰﾌﾟ間 (結合) 58.521 1 58.521 18.787 .000 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ内 143.292 46 3.115   
合計 201.813 47    
 
 
人に関する情報の形態も適合だと判断された。人の能力的情報の場合、平均値は4.67
で、人はこの新聞記事が能力的情報であると判断した。また、人の倫理的情報の場合
も、倫理的情報として認識していた(M=3.42)。また、この二つの平均値は有意的な差
が存在した(p<0.05、表14：人の情報の形態に対する評価参照)。 
 
 
表 13‐人の情報の形態に対する評価 
 
情報の形態 平均値 度数 標準偏差 
能力的情報 4.6667 24 1.83366 
倫理的情報 3.4167 24 1.86307 
合計 4.0417 48 1.93466 
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 平方和 自由度 平均平方 F値 有意確率 
情報適合度 x 情報の形態 ｸﾞﾙｰﾌﾟ間 (結合) 18.750 1 18.750 5.488 .024 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ内 157.167 46 3.417   
合計 175.917 47    
 
 
（２）情報の形態によるネガティブ度検証 
それぞれ 4 つの情報がどのくらいネガティブだと評価しているかを検証した。本調
査の際、4 つの情報の間のネガティブ度の差があれば、結果がその差によって歪曲され
る可能性があるため、それぞれのネガティブ度の差がないことを確認した。尺度は、7
段階リカート尺度(1.非常にネガティブである…4.どちらでもない…7.非常にポジテ
ィブである)を使用した。 
企業のネガティブ情報の場合、能力的情報は 2.83、倫理的情報は 2.13 で、両方の新
聞記事の内容についてネガティブな態度を見せていた。また、二つのネガティブな態
度間の有意な差は見つからなかった(ｐ＞0.1、表 15－企業のネガティブ情報に対する
ネガティブ度の評価参照)。 
 
 
表 14‐企業のネガティブ情報に対するネガティブ度の評価 
 
情報の形態 平均値 度数 標準偏差 
能力的情報 2.8333 24 1.88049 
倫理的情報 2.1250 24 1.45400 
合計 2.4792 48 1.70093 
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 平方和 自由度 平均平方 F値 有意確率 
ネガティブ度 x  
情報の形態 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ間 (結合) 6.021 1 6.021 2.131 .151 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ内 129.958 46 2.825   
合計 135.979 47    
 
 
人のネガティブ情報の場合も、能力的情報が 2.67、倫理的情報は 3.20 で、両方の新
聞記事の内容についてネガティブな態度を見せていた。また、二つの情報に対する態
度間の有意な差は見つからなかった(ｐ＞0.1、表 16‐人のネガティブ情報に対するネ
ガティブ度の評価参照)。 
 
表 15‐人のネガティブ情報に対するネガティブ度の評価 
 
情報の形態 平均値 度数 標準偏差 
能力的情報 2.6667 24 1.37261 
倫理的情報 3.2083 24 .97709 
合計 2.9375 48 1.21000 
 
 
 平方和 自由度 平均平方 F値 有意確率 
ネガティブ評価 x 能力
的倫理的 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ間 (結合) 3.521 1 3.521 2.481 .122 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ内 65.292 46 1.419   
合計 68.813 47    
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第３節 本調査 
 
第１項 本調査のサンプル 
 
予備調査と通じて、本調査で使うネガティブ情報のシナリオが妥当だと判断したた
め、設定したシナリオで本調査に挑んだ(シナリオの内容は第 6 章第 3 項シナリオの内
容参照)。調査は日本のインターネット調査会社に依頼し、日本に在住している日本人
を対象に調査を行った。調査のサンプル数は、一つのパターンに 50 名ずつ、合計 600
名であった(表 17‐調査サンプルの性別・年齢別構成参照)。 
 
表 16‐調査サンプルの性別・年齢別構成 
 
 年齢 人数 
性別 人数 
 
20 歳～29 歳 
30 歳～39 歳 
40 歳～49 歳 
50 歳～59 歳 
60 歳以上 
129 
131 
143 
131 
66 
男 
女 
293 
307 
合計 600 
 
合計 600 
 
 
第２項 本調査の尺度 
 
本調査で用いた尺度は、情報のネガティブ度、パートナーに対する評価、ホスト企
業に対する評価、スポーツ関連商品に対する関与、認知欲求の 5 つである。すべての
尺度は 7 段階リカート尺度を使用した(1．全くそう思わない…４．どちらでもない…
７．非常にそう思う)。 
 
（１）情報のネガティブ度 
新聞記事のネガティブ情報においてのネガティブ度として、7 段階リカート尺度(1.
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非常にネガティブである/7.非常にポジティブである)を使用した(Wojciszke, Brycz 
and Borkenau, 1993)。 
 
（２）パートナーに対する評価、ホスト企業に対する評価 
 パートナーとホスト企業に対する評価は、Lei, Dawar and Lemmink(2008)の論文を
参考にし、企業の評価に関する９項目においての 7段階リカート尺度を使用した(表 18
‐質問項目１(ブランドに対する評価）参照)。 
 
表 17‐質問項目１(ブランドに対する評価） 
 
質問項目 構成項目 
…は良いと思う 
ブランド態度 
…は好ましい 
…は魅力的である ブランドの魅力度 
…は信頼できる 
ブランドの信頼度 …は頼りになる 
…は頼もしい 
…の商品(又は・・・が生産した商品)は良い品質である ブランドの品質 
…の商品(又は・・・が生産した商品)をほしいと思う 
ブランドの購買意向 
…を買いたいと思う 
(…：パートナーの名前又は、ホスト企業の名前) 
 
 
（３）スポーツ関連商品に関する関与 
スポーツ関連商品に関する関与は、商品やブランドに関する研究である Prendergast 
and Tsang(2010)の論文を参考とし、10 項目の 7 段階リカート尺度を使用した(表 19
‐質問項目２ スポーツ関連商品に対する関与参照）。 
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表 18‐質問項目２ スポーツ関連商品に対する関与 
 
質問項目 
私にとって、スポーツ関連商品は、重要である  
私はスポーツ関連商品に興味がある  
私はスポーツ関連商品を関連がある  
私にとって、スポーツ関連商品は興奮できるものである  
私にとって、スポーツ関連商品は大きい意味がある  
私はスポーツ関連商品に惹かれる  
私にとって、スポーツ関連商品は魅力的である  
私にとって、スポーツ関連商品は価値がある 
私は、スポーツ関連商品に関わっている  
私は、スポーツ関連商品が必要である  
 
 
（４）認知欲求 
認知欲求を測定するための尺度として、堀(2001)の『心理測定尺度集』を参考にし
た。認知欲求に関する 15 項目の中でも、負荷量の高い 5 項目(神山・藤原、1991)を選
定し、認知欲求を測定した(表 20‐質問項目３(認知欲求）参照)。 
 
表 19‐質問項目３(認知欲求） 
 
質問項目 
あまり考えなくてもよい課題よりも、頭を使う困難な課題の方が好きだ 
長時間一生懸命考えることが苦手な方である＊ 
考えることは楽しくない＊ 
深く考えなければならないような状況は避けようとする＊ 
簡単な問題よりも複雑な問題の方が好きだ  
(＊は逆転項目) 
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第７章 分析結果 
 
第 1 節 操作性チェック 
 
第 1 項 尺度の信頼性分析 
 
より正確な分析を行うために、1 項目で行ったネガティブ度に関する質問項目を除い
た 4 つの質問項目の各尺度において、信頼度(Cronbach のアルファ)を測定し、信頼性
分析を行った。その結果、すべての尺度において高い信頼性が確認できた(表 21‐各
尺度の信頼性分析参照)。従って、すべての尺度を使い、分析を行うことにした。 
 
 
表 20‐各尺度の信頼性分析 
 
質問項目 項目数 信頼度(α) 
パートナーに対する評価 
ホスト企業に対する評価 
スポーツ関連商品に対する関与 
認知欲求 
9 
9 
10 
5 
0.96 
0.97 
0.97 
0.83 
 
 
 
第 2 項 各ネガティブ情報のネガティブ度の差 
 
パートナーの形において、情報の形によるネガティブ情報の影響の違いを明確にす
るために、各場合においてのネガティブ情報のネガティブ度(極端性)に差がないこと
を確認する必要がある。パートナーの形(企業・人)X 情報の形(能力的・倫理的)の 4
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通りのネガティブ情報においてネガティブ度の平均の比較をパートナー別に行った。
その結果、パートナーが企業である場合とパートナーが人である場合の両方とも能力
的情報と倫理的情報のネガティブ度の差はなかった(企業のパートナーの場合、
F(1,98)=0.005,p>0.5;人のパートナーの場合、F(1,98)=0.832,p>0.3、表 22‐情報の
ネガティブ度参照)。 
 
 
表 21‐情報のネガティブ度 
 
パートナー 
の形態 
 
情報の形態 
企業のパートナー 人のパートナー 
平均値 度数 標準偏差 平均値 度数 標準偏差 
能力的情報 3.56 50 1.46 3.36 50 1.37 
倫理的情報 3.54 50 1.45 3.60 50 1.26 
 
 
 
第 2 節 仮説の検証 
 
本節では、調査結果の統計分析により、第 5 章で提示した 5 つの仮説を検証してい
く。 
 
 
第 1 項 仮説 1,2 の検証：異なるネガティブ情報の評価 
 
（１）仮説１：企業においてのネガティブ情報の評価 
 ネガティブ情報の対象が企業である場合、情報の形による評価の違いを明確にする
ために、ネガティブ情報が流された企業の評価を分析した。この仮説を検証するため
に、情報の形態を要因に、パートナー企業への評価を従属変数とした 1 元配置の分散
分析(One-Way ANOVA)を行った。 
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 その結果、能力的情報の方が倫理的情報より評価値が低く(能力的：3.52 vs.倫理的： 
3.93)、その評価値の間に 10%水準で有意な差が発見された(F(1,98)=2.786, p<0.1，表 
24‐企業においてのネガティブ情報の評価参照)。従って、情報の対象が企業である場
合、能力的情報は倫理的情報よりやや厳しく評価されると判断できる。 
 結果的に、仮説１は支持された。 
 
 
表 22‐企業においてのネガティブ情報の評価 
 
 度数 平均値 標準偏差 標準誤差 
平均値の 95% 信頼区間 
最小値 最大値 
下限 上限 
能力的情報 50 3.5156 1.25943 .17811 3.1576 3.8735 1.00 6.11 
倫理的情報 50 3.9333 1.24358 .17587 3.5799 4.2868 1.00 6.11 
合計 100 3.7244 1.26277 .12628 3.4739 3.9750 1.00 6.11 
 
 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
グループ間 4.363 1 4.363 2.786 .098 
グループ内 153.500 98 1.566   
合計 157.864 99    
 
 
 
 
（２）仮説２：人においてのネガティブ情報の評価 
 ネガティブ情報の対象が人である場合、情報の形による評価の違いをみるために、
仮説 1 の検証のプロセスと同じく、情報の形態を要因に、人のパートナーへの評価を
従属変数とした 1 元配置の分散分析(One-Way ANOVA)を行った。 
その結果、倫理的情報の方が能力的情報より評価値が低く(能力的：4.28 vs. 倫理
的：3.92)、その評価値の間に 5％水準での有意な差が発見された(F(1,98)=3.932, 
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p=0.05，表 25‐人においてのネガティブ情報の評価参照)。従って、情報の対象が人
である場合、倫理的情報は能力的情報より厳しく評価されると判断できる。 
 結果的に、仮説２は支持された。 
 
 
表 23‐人においてのネガティブ情報の評価 
 
 度数 平均値 標準偏差 標準誤差 
平均値の 95% 信頼区間 
最小値 最大値 
下限 上限 
能力的情報 50 4.2822 .93049 .13159 4.0178 4.5467 1.00 6.00 
倫理的情報 50 3.9156 .91860 .12991 3.6545 4.1766 2.00 6.00 
合計 100 4.0989 .93815 .09382 3.9127 4.2850 1.00 6.00 
 
 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率 
グループ間 3.361 1 3.361 3.932 .050 
グループ内 83.772 98 .855   
合計 87.133 99    
 
 
 
 
（３）まとめ 
 仮説１と仮説２の検証を通じて、情報の判断対象の形態により、重要視するネガテ
ィブ情報の種類が異なるということが分かった(図 6－ネガティブ情報の形態による
評価の違い参照)。情報の判断対象が企業である場合、消費者は倫理的情報より能力的
情報を重視する反面、情報の対象が人である場合消費者は、能力的情報より倫理的情
報の方をより重視するのである。 
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図 6‐ネガティブ情報の形態による評価の違い 
 
 
 
 
 
第２項 仮説 3,4 の検証：ネガティブ情報によるスピルオーバー効果 
 
（１）仮説３：企業のパートナーがホスト企業に及ぼすスピルオーバー効果 
 企業のパートナーに対するネガティブ情報がホスト企業に及ぼす影響を確認するた
めに、パートナーの評価とホスト企業の評価の間の相関関係を分析した。 
 表 27 で示されているように、パートナーが企業である場合、能力的ネガティブ情報
によるパートナーとホスト企業の間の相関関係は見つからなかった。それに対し、倫
理的情報の場合、パートナーとホスト企業との強い相関関係を見せた(p<0.01)。結果
として、パートナーが企業である場合、倫理的ネガティブ情報は倫理的ネガティブ情
報より強いスピルオーバー効果をもたらす。これは、能力的ネガティブ情報の方が強
いと予測した仮説３の逆の結果となっている。 
 つまり、仮説３は支持されなかった。 
 
3
3.2
3.4
3.6
3.8
4
4.2
4.4
能力的情報 倫理的情報
企業のパートナー
人のパートナ
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（２）仮説４：人のパートナーがホスト企業に及ぼすスピルオーバー効果 
人のパートナーに対するネガティブ情報がホスト企業に及ぼす影響を確認するため
に、仮説 3 の検証プロセスと同じく、パートナーの評価とホスト企業の評価の間の相
関関係を分析した。 
 パートナーが人である場合、能力的ネガティブ情報、倫理的ネガティブ情報、両方
とも強いスピルオーバー効果を見せた(p<0.01, 表 27‐パートナーの評価とホスト企
業の評価の間の相関係数数参照)。しかし、相関係数は、能力的情報の方が倫理的情報
の方より大きかった(能力的：0.78 vs. 倫理的：0.58, p=0.1)。分析結果として、パ
ートナーが人である場合、能力的ネガティブ情報は、倫理的ネガティブ情報より大き
いスピルオーバー効果をもたらす。これは、仮説４の予測とは逆の結果となっている。 
つまり、仮説４は支持されなかった。 
 
表 24‐パートナーの評価とホスト企業の評価の間の相関係数 
 
      パートナー 
の形態 
情報の形態 
企業のパートナー 人のパートナー 
能力的情報 0.13 0.78** 
倫理的情報 0.61** 0.58** 
**. 1% 水準で有意 (両側) 
 
 
（３）まとめ 
 ネガティブ情報によるスピルオーバー効果は、情報の形態とパートナーの形態によ
りその大きさが異なるということが分かった。しかし、ネガティブ情報のパートナー
に対する影響の大きさと、ホスト企業に対する影響(スピルオーバー効果)の大きさは
関連かなかった。図７と図８は、ネガティブ情報によるパートナーとホスト企業の評
価の平均値をグラブにしたものである。横軸がパートナーの対する評価とホスト企業
に対する評価、縦軸が評価の平均値である。ネガティブ・スピルオーバー効果はホス
ト企業の良い評価を抑える効果を果たすため、パートナーへの評価とホスト企業への 
65 
 
図 7 企業のパートナーにおいてのホスト企業の評価の違い 
 
 
 
図 8 人のパートナーにおいてのホスト企業の評価の違い 
 
 
 
3
3.2
3.4
3.6
3.8
4
4.2
4.4
4.6
4.8
パートナーへの評価 ホスト企業への評価
能力的情報
倫理的情報
3.6
3.7
3.8
3.9
4
4.1
4.2
4.3
4.4
4.5
4.6
パートナーへの評価 ホスト企業への評価
能力的情報
倫理的情報
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評価の数値を繋げた選の傾斜度が低いほど、スピルオーバー効果が強いと考えられる。
このグラフも前にパートナーに対する評価とホスト企業に対する評価の相関関係で測
ったスピルオーバー効果の結果と似ている結果を見せた。 
結果を総合してみると、パートナーのネガティブ情報によるホスト企業の評価は、
情報のターゲットであるパートナー企業の評価とは関係がない。しかし、パートナー
に対する倫理的ネガティブ情報において、両方とも強いスピルオーバー効果が確認さ
れたのは、注目すべきである。 
 
 
第 3 項 仮説 5 の検証：ホスト企業の対応の形によるスピルオーバー効果 
 
パートナーのネガティブ情報を接したホスト企業の対応によるスピルオーバー効果
の違いを明らかにしたい。契約の中止と契約の持続の二つの場合において、パートナ
ーの評価とホスト企業の評価の相関関係を比較することにより、スピルオーバー効果
を確認した。 
 表 28 が示している通り、企業がパートナーである場合、契約を中止するというホス
ト企業の対応は、スピルオーバー効果を起こさない。しかし、ホスト企業がパートナ
ーとの契約を持続する場合は、強いスピルオーバー効果が存在する。パートナーが人
である場合も、契約を持続する場合は強いスピルオーバー効果を及ぼし、契約を中止
する場合は、能力的ネガティブ情報においてのスピルオーバー効果が見えるが、契約
を持続する場合やコントロールの場合よりその程度が低いことが確認された(p=0.1)。
従って、ブランド・アライアンスにおいてのスピルオーバー効果は、パートナーの形
に関係なく、ホスト企業がパートナーとの契約を中止する場合より、契約を持続する
場合の方が大きい影響を及ぼす。 
 つまり、仮説５は支持された。 
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表 25‐ホスト企業の対応によるスピルオーバー効果 
 
パートナ
ー 
の形態 
 
情報の形態 
企業のパートナー 人のパートナー 
契約 
中止 
契約 
持続 
コント 
ロール 
契約 
中止 
契約 
持続 
コント 
ロール 
能力的情報 -0.04 0.75** 0.13  0.53** 0.73** 0.78** 
倫理的情報 -0.19 0.55**  0.61** 0.27 0.77** 0.58** 
**. 1% 水準で有意 (両側) 
 
 
 
 
第 4 項 追加研究：関与・認知欲求とスピルオーバー効果の関係 
 
同じ状況でも、関与や認知欲求が強い人はより極端な評価を見せると考えた。それ
で、仮説と別に追加研究を行った。スポール関連製品に対する関与の平均値が 4(どち
らでもない)超過の人が高関与の人、認知欲求の回答の平均値が４(どちらでもない)超
過の人を高認知欲求の人とみなし、様々な場合において分析を行った。しかし、スポ
ーツ関連製品に関する関与の高低、認知欲求の高低によるスピルオーバー効果を比較
したが注目できる得意性は見つからなかった。ただ、スポーツ関連商品に対する高関
与の態度も持ちながら、認知欲求も高い人ブループ8だけに差が存在した。 
 高関与高認知欲求の人は、人の能力的情報を除く 3 つの情報の場合でスピルオーバ
ー効果を見せていない。特に全体を分析した時、スピルオーバーが発見された倫理的
情報において、スピルオーバー効果がないということは注目すべきである(表 29‐高
関与高認知欲求と全体のスピルオーバー効果の比較参照)。 
 
                                                 
8 高関与高認知欲求グループは、関与に対する回答の平均値が 4 超過で、認知欲求に対する回
答の平均値も 4 超過を見せる人にした。コントロールの集団 200 の中で、高関与高認知欲求を
見せた人は 52 人であった。 
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表 26‐高関与高認知欲求と全体のスピルオーバー効果の比較 
 
   パートナー 
の形態 
 
情報の形態 
企業のパートナー 人のパートナー 
高関与・ 
高認知欲求 
コントロール 
高関与・ 
高認知欲求 
コントロール 
能力的情報 -0.13 0.13 0.73** 0.78** 
倫理的情報 0.01 0.61** 0.31 0.58** 
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第 8 章 結論 
 
第 1 節 結果に関する考察 
 
第 1 項 情報の形態による評価 
 
 仮説１と仮説２では、情報の形態によって、情報の対象(ターゲット)への評価が変
わることを検証した。本論文の研究では、情報のターゲットが企業である場合、能力
的情報は倫理的情報より厳しく評価された。これは、同じ極端性を持っている情報で
あっても、企業の能力的失敗又は能力に関する悪い情報が、倫理的失敗又は倫理的問
題に関する悪い情報の方より、強い影響を与えるということである。 
 この結果は、先行研究で検討した Brown and Dacin(1997)や Votolato and 
Unnava(2006)の主張と一致している(第 4 章第 3 節第 2 項参照)。企業はモノやサービ
スを提供し、消費者は費用を払うことで企業が提供したモノやサービスを利用する。
能力的情報は、製品の品質や性能に直結できるものであるが、倫理的情報は、相対的
に品質や企業のパフォーマンスと関わる確率が低い。そのため、消費者は、企業の倫
理的問題より品質や性能に関わる能力的問題により敏感になるのである。また、Brown 
and Dacin(1997)が指摘したように、企業の倫理的情報は、その企業に対する全体的な
イメージだけを形成する反面、能力的情報は企業のイメージだけではなく、製品やブ
ランドのイメージの形成にも影響を与える。従って、能力的ネガティブ情報は倫理的
ネガティブ情報より多い連想とつながり、その連想により大きいネガティブ効果を与
える可能性がある。 
 一方、情報のターゲットが人である場合は、能力的情報より倫理的情報の方が厳し
く評価された。これは、他人を評価するにおいて、能力的失敗や悪いパフォーマンス
に関わる情報より、倫理的失敗や倫理に関わるネガティブ情報の方が強い影響力を持
つということである。 
 この結果は、先行研究で言及した Wojciszke, Brycz and Borkenau(1993)の研究を支
持する結果となっている(第 4 章第 3 節第 1 項参照)。能力的失敗をしない人は、本当
70 
 
に優れた能力を持っている尐数だけであり、大体の場合は何らかの理由で悪いパフォ
ーマンスを見せたり、仕事上でミスを起こしたりする。しかし、倫理の場合は、皆が
守るべき規範や基準がある程度決まっている。そのため、人の倫理的失敗は能力的失
敗より強い影響を及ぼすことになる。 
これは、先行研究で前述した頻度に関するアプローチからも説明することができる
（第 4 章第１節第 2 項、第３項参照）。日常生活の中で、倫理的失敗を起こす人より能
力的失敗を起こす人の方が圧倒的に多いため、倫理的失敗又は倫理的ネガティブ情報
は目立ちやすく、大きい影響力を持つ可能性も考えられる。 
尚、我々の普段の生活で人と付き合う場面を考えてみると、この人と仲良くなるか
どうかを判断する基準は、その人の名声や社会的地位よりは、その人の人格や性格に
なることが多い。それは、他人の能力的な面よりは、倫理的な面を重視するという証
拠である。 
 
第 2 項 ブランド・アライアンス環境での情報の形態によるスピルオーバー効
果 
 
仮説３，４では、ブランド・アライアンス環境において、情報の形態が他のアライ
アンス・メンバーに及ぼすスピルオーバー効果の違いを検証した。その結果、ネガテ
ィブ情報において、情報のターゲットへの影響力と関連対象への波及力(スピルオーバ
ー効果)は一致しないということが発見された。ネガティブ情報の対象が企業である場
合、生産会社であるパートナーの能力的ネガティブ情報は、倫理的ネガティブ情報よ
りネガティブな態度を引き出した。しかし、能力的ネガティブ情報のホスト企業への
スピルオーバー効果は見つからなかった。逆に、能力的情報より、悪くない評価を得
た倫理的ネガティブ情報は、ホスト企業において強いネガティブ・スピルオーバー効
果を見せた。 
一方、パートナーが人である場合、情報のターゲットであるスポークスパーソン(ス
ポーツスター)に対する評価において、倫理的ネガティブ情報は、能力的ネガティブ情
報より厳しく評価された。しかし、当該情報によるホスト企業の評価には、大きくな
い差で能力的情報の方がより強いネガティブ・スピルオーバー効果を見せたが、両方
とも１％の水準の強いスピルオーバー効果であった。 
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このように、ターゲットへのネガティブ情報の評価とホストに対するスピルオーバ
ー効果の違いが発生した理由は、情報の診断性から考えてみることができる(第３章第
２節第３項接近性－診断性フレームワーク参照)。前述した接近性－診断性フレームワ
ークによると、スピルオーバー効果の強さは接近性(情報の関連性)だけではなく、情
報の診断性(情報の特徴性)とも関係がある。 
パートナーの形態に関係なく、倫理的情報でより強いスピルオーバー効果を見せた
のは、能力的情報より倫理的情報の方がより診断性のある情報として捉えられたから
かもしれない。パートナーに関する能力的情報は、消費者がよく接することができる
情報であるのに対し、倫理的情報は能力的情報より頻繁に接することができなく、よ
り顕著性が目立った可能性も存在する。 
また、パートナーが人である場合、能力的情報と倫理的情報の両方で強いスピルオ
ーバー効果があった。それは、情報のターゲットによる違いというよりは、アライア
ンス・レベルによる違いで説明した方が説得力を持つ。生産会社である企業のパート
ナーは、生産レベルのアライアンス、スポークスパーソンである人のパートナーは、
マーケティング・レベルのアライアンスである。生産レベルのブランド・アライアン
スは、マーケティング・レベルより消費者への漏出が尐ない。マーケティング・レベ
ルのパートナーであるスポークスパーソンは、広告やプロモーション活動などを通じ
て一般の消費者にホスト企業との連想を強くさせた反面、生産レベルのアライアンス
は、連想の形成のための活動をそれほど活発に行っていないため、相対的に弱い連想
を持っている可能性が高い。そのため、マーケティング・レベルでのスピルオーバー
効果がより、目立つようになったと考えられる。 
 
第 3 項 対応によるスピルオーバー効果 
 
 仮説 5 では、パートナーのネガティブ情報を接したホスト企業の、その後の対応に
よるスピルオーバー効果の違いを検証した。予想した通り、パートナーとアライアン
ス契約を持続する場合の方が、パートナーとアライアンス関係を中止する方より強い
ネガティブ効果を見せた。 
 スピルオーバー効果はブランド間の連想によって行わるため、ブランド間の連想が
強いほどスピルオーバー効果は強くなる。パートナーとの契約を中止すると発表する
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ことは、パートナーとの連想のリンクを切るという意思の表明である。その情報を接
した消費者は、パートナーとホスト企業の間の連想がなくなったということを認識し、
パートナーに対する情報を聞いた時、ホスト企業を思い浮かばなくなる。またホスト
企業を思い出したとしても、二つブランド間の結合がなくなったということを認知し
ていたため、ホスト企業にそのネガティブ情報を適用しなくなるのである。これは、
同じカテゴリの企業にスキャンダルが発生した場合、そのスキャンダルとの関係を否
定することで、スピルオーバー効果を抑えることができるという Roehm and 
Tybout(2006)の研究結果を裏づけする結果となっている。 
一方、パートナーとの契約を続けると発表した場合は、パートナーとホスト企業と
の連想を維持するというホスト企業の意志を表明したのと同じである。従って、何の
対応についても言及していないコントロールの場合のスピルオーバー効果並みの強い
スピルオーバー効果を見せるか、むしろコントロールの場合よりも強いスピルオーバ
ー効果を見せた。それは、契約を持続するということをマスコミに発表することによ
り、ブランド・アライアンス間の連想の連合を再確認させ、より強い連想を形成した
からだと考えられる。 
 
第４項 関与・認知欲求とスピルオーバー 
 
 追加検証では、関与又は認知欲求の程度によるスピルオーバー効果の違いを検証し
た。その結果、関与と認知欲求が高い人は、倫理的な情報において弱いスピルオーバ
ー効果を見せることが分かった。しかし、関与と認知欲求の片方だけが強い場合は、
有意な結果を得ることができなかったという点で、関与や認知欲求とスピルオーバー
効果との関係性はそれほど強くはないということが考えられる。 
 ただし、関与が高い人はブランドに対する既存の態度をなかなか変えないという
Ahluwalia, Unnava and Burnkrant(2001)の研究結果が、倫理的情報の場合では支持す
る結果となった。しかし、なぜ能力的情報では、スピルオーバー効果に関する有意な
差が見つからなかったのかに対する理由は定かではなく、これからの課題として残さ
れる結果となった。 
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第 2 節 実務へのインプリケーション 
 
第 1 項 ネガティブ情報においての対処 
 
実務において自社に関するネガティブ情報が流された場合、その情報による影響力
を予測するのは、非常に大事なことである。しかし、情報の種類によって消費者の評
価も異なり、間違った対応をする場合は、事態が悪化する可能性も存在するため、そ
の影響の予想や対処方法の決定を行うのは難しい作業である。本論文では、情報の種
類による消費者の評価の違いを明らかにすることで、情報の種類によるネガティブ情
報の影響力をある程度予測できるようにした。 
大体の企業の場合、ブランドは企業が持っている資産の一部としてみなされており、
企業全体の連想と繋がっているため、企業は能力的ネガティブ情報のコントロールに
注意を払う必要がある。もし、ブランドや企業のイメージが人物の性格や個性と強く
関連している場合(e.g.,企業のトップのカリスマや個性に関する連想が企業のイメー
ジにくっつけている場合など)は、その人物の倫理的ネガティブ情報を管理することが
大事になるのであろう。 
 
第 2 項 アライアンス・パートナーのネガティブ情報による対処 
 
ブランド・アライアンスの環境で、パートナーのネガティブ情報は、一番予想ので
きない高いリスクである。自社のネガティブ情報ではなく、パートナーのネガティブ
情報によって自社のイメージや評価が傷つけられることは、企業として避けたいこと
であろう。 
 本論文を通じて、パートナーの形態また情報の形態によって企業が受けるネガティ
ブな効果の強さが変わるということが分かった。能力的情報の場合は、人のパートナ
ーだけにスピルオーバー効果を見せ、倫理的情報の場合は、パートナーの形態に関係
なく強いスピルオーバー効果を見せた。また、その後の企業がそのまま契約を持続す
るという決定を下した場合、スピルオーバー効果は強いまま維持されるが、契約を中
止すると決定する場合、倫理的情報においてはスピルオーバー効果を無くすことがで
きた。しかし能力的情報の場合、パートナーが企業である場合はスピルオーバー効果
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を無くすことができたが、パートナーが人である場合は、強さは弱めるものの、相変
らず強いスピルオーバー効果が存在した。 
 この結果を実務に適用してみると、パートナーの倫理的ネガティブ情報が世の中に
流された場合、ホスト企業には、大きなスピルオーバー効果が発生されるが、このス
ピルオーバー効果は、パートナーとの契約を中止することでスピルオーバー効果を防
ぐことができる。しかし、パートナーの能力的ネガティブ情報が発生した場合は、パ
ートナーの形態やその後の対応などの効果を明確ではない。パートナーの能力的ネガ
ティブ情報においても、契約を中止するという対応をとることである程度スピルオー
バー効果を抑えることは可能であるが、そのままスピルオーバー効果が続く可能性も
あり、その予測が難しいという問題点がある。従って、企業において、パートナーの
能力的ネガティブ情報は、倫理的ネガティブ情報より、そのコントロールが難しいた
め、ブランド・アライアンス戦略を行っている企業のブランド管理者はアライアンス・
パートナーの能力的ネガティブ情報には持続的な管理やチェックが必要であろう。 
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第 9 章 今後の課題及びまとめ 
 
第 1 節 本研究の限界 
 
本研究は、仮想の企業を設定し、シナリオを通じて各ブランド・アライアンスにお
ける連想の繋がりや関係性を作り上げた。その過程で、ブランド間の連想がうまく繋
がらなかった可能性が存在しうる。本研究のようなブランド・アライアンスの情報の
違いによるスピルオーバー効果を研究した論文が多くなく、研究プロセスについて幅
広い実証的検証が足りなかったのが本研究の限界として挙げられる。 
本研究で取り上げた倫理的情報と能力的情報は、対立した概念ではなく、実際生活
の中では情報の中に倫理的面と能力的面が混ざっている場合が多い。そのため、倫理
的情報であっても、人によっては、能力的情報として認識し、能力的な判断基準で情
報を評価した可能性も存在する。また、能力的情報の場合でも同じことが起こった可
能性がある。そのため、本調査に入る前、予備調査を通じて、能力的情報と倫理的情
報としてのシナリオの適合性を確認したが、それでも前述した問題の可能性は存在し
ていると考えられる。 
 
第 2 節 今後の課題 
 
 本研究ではパートナーのネガティブ情報によるホスト企業へのスピルオーバー効果
について研究した。しかし、逆にホスト企業のネガティブ情報によるパートナー企業
へのスピルオーバー効果に関する研究が行われていないため、それに関する研究の今
後の課題として残しておきたい。 
ブランド・ポートフォリオの中で親ブランドが子ブランドに及ぼすスピルオーバー
効果より子ブランドが親ブランドに与えるスピルオーバー効果の方が強いという研究
結果のように(Balachander and Ghose 2003)、ブランド・アライアンスにおいてもパ
ートナーとホスト企業間のスピルオーバー効果の影響の違いや方向性の違いが存在す
ると考えられる。ブランド・アライアンスに適用したこのような研究を通じて、様々
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な企業の立場においてのネガティブ情報の影響やスピルオーバー効果を予測すること
ができるのであろう。 
また、ネガティブ情報がスピルオーバー効果に繋がる場合、そのプロセスを誘発さ
せる要因を明らかにする研究も必要である。本研究を通じて強いネガティブ情報の影
響が、必ずしも強いスピルオーバー効果を見せることはできなかった。従って、ネガ
ティブ情報の影響がスピルオーバー効果に繋がる過程の中に、ネガティブ情報への評
価の高低だけではなく、スピルオーバー効果の強さに関わる他の要因が存在すると考
えられる。 
 
 
第 3 節 まとめ 
 
このような限界や課題にも関わらず、本研究は今まで多く行われていなかった、ネ
ガティブ情報の形態やパートナーの形態による影響を研究したという点で意義を持つ。
他のブランドとの関係を保ち、ビジネスを行う過程の中で、一番突発的で予測不可能
であるネガティブ情報の影響を取り上げたことで、ネガティブ情報による関連企業の
対応の有効性やスピルオーバー効果の影響を幾分予測可能にしたという点で意味があ
ると考えられる。 
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にも感謝します。私が研究の方向性について悩んでいた時、一緒に真剣に考えてくだ
さった先輩の方々には感謝の気持ちが伝えきれません。 
 
本研究を通じて改めて学問の面白さを感じるようになりました。様々な学問領域か
らの先行研究や調査、統計分析を行うことで、新しいことを学ぶ時の楽しさ、疑問点
を解決した時の快感を味わうようになりました。これからも、マーケティングの分野
への興味を失わず、常に探究し続ける人になりたいと思います。 
 
最後に、遠くから私の留学生活を応援し、温かく見守ってくれた祖母と両親、弟に
感謝のお礼を申し上げます。 
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【付表１：予備調査】 
 
スポーツブランドに関する予備調査 
 
以下のアンケートにお答えください。回答内容は、修士論文のデータとして利用させて
頂くためのもので、ほかの目的で利用されることはありません。また、回答していただ
いたデータは統計処理を行いますので、個人が特定されたりすることは一切ありませ
ん。お忙しいところ大変恐縮ですが、ご協力よろしくお願いいたします。  
 
スポーツ商品専門生産会社である Welmade 社は最近、生産しているスニー
カーの原料となるゴムを従来の物から安いものに変更した。Welmade 社の説
明によると、近年、原料価格が値上げされており、従来の費用で製品を生産
するために、安価なゴムに変更したという。これにより、Welmade 社のスニー
カー製品は、衝撃吸収機能が幾分低下する可能性が高いとみられている。  
 
● この情報についてお答えください。  
 
１．この情報は倫理的・能力的である。  
  *倫理的情報：倫理又は、価値観に関する情報  
  *能力的情報：品質又は能力的期待に関する情報  
１ 倫理的  
２  
３  
４ どちらでもない  
５  
６  
７ 能力的 
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２．この情報はポジティブ・ネガティブである。  
１ ポジティブ  
２  
３  
４ どちらでもない  
５  
６  
７ ネガティブ 
 
 
 
世界的サッカースターの John Smith が、スキャンダルに巻き込まれて
いる。John Smith は最近、複数の女性との愛人疑惑が報道され、従
来のイメージが大きく低下している。今回のスキャンダルについて報
道するマスコミも多く、ファンからは失望の声が上がっている。John 
Smith とパートナーシップを結んでいる Spotech 社はこれについて、
「すぐ情況を把握した結果、大事な問題ではないと判断したので、
John Smith との契約を続けることを決定した」と語った。  
 
● この情報についてお答えください。  
 
１．この情報は倫理的・能力的である。  
 *倫理的情報：倫理又は、価値観に関する情報  
  *能力的情報：品質又は能力的期待に関する情報  
１ 倫理的  
２  
３  
４ どちらでもない  
５  
６  
７ 能力的 
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２．この情報はポジティブ・ネガティブである。  
１ ポジティブ  
２  
３  
４ どちらでもない  
５  
６  
７ ネガティブ 
 
 
 
スポーツ商品専門生産会社である Welmade 社は最近、スニーカーの生産工
場で賃金の安い未成年労働者を雇用した。Welmade 社の説明によると、近
年、原材料の価格が値上げされており、従来の費用で製品を生産するため
に、賃金の安い未成年を雇用をしたという。これにより、Welmade 社は、人権
団体から批判を受ける可能性が高いとみられている。  
 
● この情報についてお答えください。  
 
１．この情報は倫理的・能力的である。  
 *倫理的情報：倫理又は、価値観に関する情報  
 *能力的情報：品質又は能力的期待に関する情報  
１ 倫理的  
２  
３  
４ どちらでもない  
５  
６  
７ 能力的 
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２．この情報はポジティブ・ネガティブである。  
１ ポジティブ  
２  
３  
４ どちらでもない  
５  
６  
７ ネガティブ  
 
 
 
世界的サッカースターの John Smith は、スランプに陥っている。John Smith
は最近、体調管理の失敗で、例年のようなプレーを見せておらず、従来のイ
メージが大きく低下している。今年の低調な成績について報道するマスコミも
多く、ファンからは失望の声が上がっている。  
 
● この情報についてお答えください。  
 
１．この情報は倫理的・能力的である。  
 *倫理的情報：倫理又は、価値観に関する情報  
 *能力的情報：品質又は能力的期待に関する情報  
１ 倫理的  
２  
３  
４ どちらでもない  
５  
６  
７ 能力的 
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２．この情報はポジティブ・ネガティブである。  
１ ポジティブ  
２  
３  
４ どちらでもない  
５  
６  
７ ネガティブ 
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【付表２：本調査のアンケート(企業のパートナーX 能力的情報 X 契約中止】 
 
 
 
【本調査】「スポーツ・ブランド」に関するアンケート【パターン 1】 
 
 
下記のアンケートにご協力をお願いいたします。  
 
 
 
回答者の皆様へお願い 
 
い～こえメンバーの皆様には、メンバー規約にて「調査についての守秘義
務」の徹底をお願いしています。 
このアンケートの内容およびアンケートで知りえた情報については、決して
自分以外の第三者に口外しないよう（掲示板やホームページへの記載など
も含む）、ご協力お願いいたします。 
 
 
【ご注意！】 
い～こえ・net のアンケートにお答えいただくさいには、お使いのブラウザの Cookie を有
効にしてください。 「Cookie を無効にする」設定になっている場合、パスワードが認証さ
れない、戻るボタンで戻ると回答結果がクリアされるなど、正常に認証されない、正常に
動作しないことがありますのでご注意ください。 
 
お使いのブラウザの Cookie を有効にしてから、下記のアンケートにご回答ください。 
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【必須入力：それぞれ横 1 行において、必ず 1 つ選択してください。】 
質問.１  
 
≪以下の架空の企業情報、架空の人物情報、架空の新聞記事をよくお読みになったうえで、 
本アンケートにお答えください≫ 
 
※以下の企業、人物、新聞記事は、本アンケートの質問のために用意された架空のものです。 
 実在する企業、人物、出来事ではありませんが、これらの企業、人物、出来事が存在すると仮
定してお答えください。 
 
 
 
93 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
1 
全くそう
思わな
い 
2 
そう思
わない 
3 
どちら
かとい
えばそ
う思わ
ない 
4 
どちら
でもな
い 
5 
どちら
かとい
えばそ
う思う 
6 
そう思う 
7 
非常に
そう思う 
1. 倫理や価値観に関わる情報である        
2. 商品の品質や企業の能力に関わる情報であ
る        
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【必須入力：必ず 1 つ選択してください。】 
質問.２  
 
引き続き、質問 1 でご覧いただいた≪新聞記事の情報≫についてお聞きします。 
 
あなたはこの≪新聞記事の情報≫についてどう思いましたか？ 
あなたの考えに最も近いものを≪1 つだけ≫お選びください。 
 
1. とてもネガティブである 
2. ネガティブである 
3. どちらかといえばネガティブである 
4. どちらでもない 
5. どちらかといえばポジティブである 
6. ポジティブである 
7. とてもポジティブである 
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【必須入力：それぞれ横 1 行において、必ず 1 つ選択してください。】 
質問.３  
 
以下は≪生産会社 Welmade 社≫に関する質問です。 
 
あなたは≪Welmade のブランド≫や≪Welmade 社が生産した商品のイメージ≫についてどう思い
ましたか？ 
≪生産会社 Welmade 社≫に関する以下の 9 つの項目について、あなたの考えに最も近いものを
≪それぞれ 1 つずつ≫お選びください。 
 
  
1 
全くそう
思わな
い 
2 
そう思わ
ない 
3 
どちらか
といえば
そう思わ
ない 
4 
どちらで
もない 
5 
どちらか
といえば
そう思う 
6 
そう思う 
7 
非常に
そう思う 
1. Welmade は良いと思う        
2. Welmade は好ましい        
3. Welmade は魅力的である        
4. Welmade は信頼できる        
5. Welmade は頼りになる        
6. Welmade は頼もしい        
7. Welmade 社が生産した商品は良い品質
である        
8. Welmade 社が生産した商品をほしいと
思う        
9. Welmade 社が生産した商品を買いたい
と思う        
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【必須入力：それぞれ横 1 行において、必ず 1 つ選択してください。】 
質問.４  
 
以下は≪スポーツ関連商品専門企業 Spotech 社≫に関する質問です。 
 
あなたは≪Spotech のブランド≫や≪Spotech 社の製品のイメージ≫についてどう思いましたか？ 
≪スポーツ関連商品専門企業 Spotech 社≫に関する以下の 9 つの項目について、あなたの考
えに最も近いものを≪それぞれ 1 つずつ≫お選びください 
 
  
1 
全くそう
思わない 
2 
そう思わ
ない 
3 
どちらか
といえば
そう思わ
ない 
4 
どちらで
もない 
5 
どちらか
といえば
そう思う 
6 
そう思う 
7 
非常にそ
う思う 
1. Spotech は良いと思う        
2. Spotech は好ましい        
3. Spotech は魅力的である        
4. Spotech は信頼できる        
5. Spotech は頼りになる        
6. Spotech は頼もしい        
7. Spotech の商品は良い品質である        
8. Spotech の商品をほしいと思う        
9. Spotech の商品を買いたいと思う        
 
以上で企業情報と新聞記事に関する質問は終わりです。 
以下の質問では≪あなた自身≫についてお聞きします。 
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【必須入力：それぞれ横 1 行において、必ず 1 つ選択してください。】 
質問.５  
 
≪スポーツ関連商品≫に対する≪あなた自身の考え方≫についてお聞きします。 
 
≪スポーツ関連商品≫に関する以下の 10 の項目について、≪あなた自身の考え方≫に最も近
いものを≪それぞれ 1 つずつ≫お選びください。 
 
  
1 
全くそう
思わな
い 
2 
そう思わ
ない 
3 
どちらか
といえば
そう思わ
ない 
4 
どちらで
もない 
5 
どちらか
といえば
そう思う 
6 
そう思う 
7 
非常に
そう思う 
1. 私にとって、スポーツ関連商品は重要で
ある        
2. 私はスポーツ関連商品に興味がある        
3. 私はスポーツ関連商品と関連がある        
4. 私にとって、スポーツ関連商品は興奮で
きるものである        
5. 私にとって、スポーツ関連商品は大きな
意味がある        
6. 私はスポーツ関連商品に惹かれる        
7. 私にとって、スポーツ関連商品は魅力的
である        
8. 私にとって、スポーツ関連商品は価値が
ある        
9. 私は、スポーツ関連商品に関わっている        
10. 私は、スポーツ関連商品が必要である        
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【必須入力：それぞれ横 1 行において、必ず 1 つ選択してください。】 
質問.６  
 
≪あなた自身≫についてお聞きします。 
 
≪あなた自身≫に関する以下の 5 つの項目について、あなたの考えに最も近いものを≪それぞ
れ 1 つずつ≫お選びください。 
 
  
1 
全くそう
思わな
い 
2 
そう思
わない 
3 
どちら
かとい
えばそ
う思わ
ない 
4 
どちら
でもな
い 
5 
どちら
かとい
えばそ
う思う 
6 
そう思う 
7 
非常に
そう思
う 
1. あまり考えなくてもよい課題よりも、頭を使う困
難な課題の方が好きだ        
2. 長時間一生懸命考えることは苦手な方である        
3. 考えることは楽しくない        
4. 深く考えなければならないような状況は避けよ
うとする        
5. 簡単な問題よりも複雑な問題の方が好きだ        
 
 
 
 
 
 
 
